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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されており、また希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第９期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．平成17年12月９日付で株式分割（１株を４株に）をおこなっております。 

６．純資産額の算定にあたり第13期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

  

 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 7,678,396 7,857,863 8,225,227 8,951,783 11,026,032 

経常利益 (千円) 92,199 284,331 447,304 655,350 612,359 

当期純損益 (千円) △70,590 203,767 241,055 354,303 457,645 

純資産額 (千円) 3,136,902 3,264,391 3,446,860 3,704,776 3,937,469 

総資産額 (千円) 4,936,879 5,106,880 5,237,423 5,959,835 6,685,836 

１株当たり純資産額 (円) 117,636.80 122,417.76 128,563.52 34,403.60 36,282.06 

１株当たり当期純損益 (円) △2,647.21 7,641.48 8,342.82 2,992.14 4,286.04 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

(円) － － － 2,962.84 4,262.62 

自己資本比率 (％) 63.5 63.9 65.8 62.2 58.0 

自己資本利益率 (％) － 6.4 7.2 9.9 12.1 

株価収益率 (倍) － 24.2 28.53 67.84 15.77 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) 300,555 1,021,279 1,105,998 1,071,030 414,475 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) △356,003 △458,447 △163,555 △156,716 △870,440 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) 308,096 △379,998 △133,330 △133,330 △338,947 

現金及び現金同等物の
期末残高 

(千円) 880,059 1,062,893 1,872,007 2,652,990 1,858,077 

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用
者数） 

(人) 
124 
(47) 

114
(53) 

102
(31) 

104 
(41) 

152 
(69) 



(2)提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されており、また希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第９期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

５．平成17年12月９日付で株式分割（１株を４株に）を行っております。 

  

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 6,225,664 6,281,411 6,361,784 6,635,301 6,768,576 

経常利益 (千円) 378,485 427,961 433,162 547,050 607,338 

当期純損益 (千円) △85,103 35,870 265,520 287,943 485,119 

資本金 (千円) 1,781,867 1,781,867 1,781,867 1,781,867 1,789,059 

発行済株式総数 (株) 26,666 26,666 26,666 106,664 106,908 

純資産額 (千円) 3,541,509 3,500,409 3,706,269 3,898,258 4,114,584 

総資産額 (千円) 5,221,809 4,831,179 5,257,724 5,664,687 5,234,954 

１株当たり純資産額 (円) 132,809.92 131,268.65 138,291.59 36,347.68 38,487.15 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間
配当額） 

(円) 
3,000 
(－) 

5,000
(－) 

5,000
(－) 

1,250 
(－) 

1,250 
(－) 

１株当たり当期純損益 (円) △3,191.44 1,345.18 9,260.27 2,500.12 4,543.34 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

(円) － － － 2,475.64 4,518.52 

自己資本比率 (％) 67.8 72.5 70.5 68.8 78.6 

自己資本利益率 (％) － 1.0 7.4 7.6 12.1 

株価収益率 (倍) － 137.53 25.70 81.20 14.88 

配当性向 (％) － 371.7 54.0 50.0 27.5 

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用
者数） 

(人) 
80 
(16) 

79
(29) 

80
(16) 

49 
(8) 

51 
(12) 



２【沿革】 

 当社（旧（有）デジタルピクチャー、平成６年10月14日設立）は、平成９年３月18日に㈱スペースシャワー（現㈱ビィネッ

ト、昭和64年１月５日設立）より全営業を譲受けております。 

  
 

  

 

年月 当社グループの沿革

平成６年10月 設立（当時は㈲デジタルピクチャー） 

平成８年12月 商号変更（㈲スペースシャワーネットワーク）及び株式会社への組織変更により、「㈱スペース

シャワーネットワーク」となる 

平成９年３月 ㈱スペースシャワーより全営業を譲受け 

  昭和64年１月 ㈱スペースシャワー設立 

  平成元年12月 ケーブルテレビ局へ音楽専門チャンネル「スペースシャワーＴＶ」配信を開始 

  平成４年６月 委託放送事業者としてＣＳアナログ放送開始 

  平成５年12月 制作部門を独立させ音楽を中心とした番組やプロモーションビデオ制作等をおこ

なう子会社㈱セップ（現㈱スペースシャワーＴＶ）を設立 

  平成６年12月 「スペースシャワーＴＶ」24時間放送サービス開始 

  平成８年10月 ＣＳデジタル放送サービス開始（顧客管理代行会社は㈱スカイパーフェクト・コ

ミュニケーションズ） 

  ２番目のチャンネル「ウェザーシャワー24」（現「e-天気.net」気象情報チャン

ネル）配信開始 

平成10年３月 ＣＳアナログ放送停波 

平成11年３月 関西営業部（大阪市）設置 

平成13年４月 株式を日本証券業協会に店頭登録 

平成13年９月 ㈱サンコーシヤより気象情報チャンネル「スカイウェザー」事業を譲受け 

平成14年１月 ニューズ・ブロードキャスティング・ジャパン㈱の「チャンネルＶ」事業を承継 

平成14年４月 チャンネルＶをリニューアルし、３番目のチャンネル「スペースシャワーＶＭＣ」の放送開始 

平成15年１月 携帯電話上での有料着信メロディー事業「スペースシャワーMobile」開始 

平成15年３月 携帯電話上での有料天気情報サイト開始 

平成16年９月 商号変更により、子会社㈱セップは、㈱スペースシャワーティーヴィ・プロデューシングとなる 

平成16年９月 プロモーションビデオや映画制作等をおこなう子会社㈱セップ映像企画を設立 

平成16年10月 商号変更により、子会社㈱セップ映像企画は、㈱セップとなる 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年３月 気象情報の提供をおこなう子会社㈱ｅＴＥＮを設立 

平成17年４月 商号変更により、子会社㈱スペースシャワーティーヴィ・プロデューシングは、㈱スペースシャ

ワーＴＶとなる 



  

 

年月 当社グループの沿革

平成18年８月 

平成18年11月 

バウンディ㈱（旧スリーディーシステム㈱）を連結子会社化 

㈱ブルース・インターアクションズ、ピーヴァイン・レコード㈱及び㈱ペトロ・ミュージックと

業務資本提携 

平成19年3月 吸収分割により「ｅ天気事業」の一部を連結子会社である㈱ｅＴＥＮに譲渡 

㈱ｅＴＥＮと㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズにおける株式交換により「ｅ天気事

業」を売却 



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、株式会社スペースシャワーネットワーク及び子会社を中心に映像及び音楽を主たるコ

ンテンツとしたエンターテインメント情報を提供する事業を展開しております。 

当社グループが展開するエンターテインメント情報サービスとは、コンテンツ権利保有者側（主にレコード会社）に対し、映像

制作、技術サポート、広告サービスを提供すること、及び当社制作物を受領する側（すなわち視聴者）に対して委託放送、番組販

売（ケーブルテレビ局向け）を通して当社放送番組を提供することであります。こうした営業活動はそれぞれ独立していますが、

当社グループを挟んだ両サイドのお客様との取引により、お互いのニーズや欲求をマッチングさせております。 

  

〔事業系統図〕 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 （平成19年３月31日現在） 

  

当社グループ 

  

 

  

(注)子会社の事業内容について 

 

会社名 事業内容 

㈱スペースシャワーＴＶ 音楽を中心とした番組制作及びイベント制作等 

㈱セップ プロモーションビデオ制作、映画制作、映像権利ビジネス 

バウンディ㈱ 音楽パッケージ商品の物流及び販売等 



当社グループの事業内容について 

 当社は、主としてＣＳ放送における委託放送事業者として以下の２つの放送サービスを提供しております。 

１．「スペースシャワーＴＶ」 

２．「ミュージックビデオ専門／ＶＭＣ」 

  

 （注）１．ＣＳ放送…通信衛星（Ｃommunication Ｓatellite＝ＣＳ）を利用しておこなう放送 

２．委託放送事業者…自ら放送送出設備を持たずに、放送番組を制作・編集する事業者。受託放送事業者及び顧客管

理代行会社に放送番組の送出・顧客管理業務をアウトソーシング。 

３．受託放送事業者…委託放送事業者が制作・編集した番組を自社通信衛星経由で一般視聴者に届ける事業者 

４．顧客管理代行会社…個人受信者からの料金徴収代行及びプロモーションをおこなう事業者 

  

（ＣＳ放送業務図） 

 ＣＳ放送番組が一般視聴者に届くまでの流れは以下のとおりであります。 

  

 

  

① 当社の放送サービスの特徴 

Ａ．「スペースシャワーＴＶ」 

 「スペースシャワーＴＶ」は、主に若い世代を対象とした音楽中心の放送番組であります。スタジオ型ワイド番組、ビ

デオクリップ番組、ライブコンサート番組などの表現形態をとり、現在の日本における音楽市場の特性から、邦楽を主体

とした番組構成となっております。 

Ｂ．「ミュージックビデオ専門/ＶＭＣ」 

「ミュージックビデオ専門/ＶＭＣ」は、ジャンルを問わず新旧、洋邦の幅広く「ミュージックビデオ」だけをオンエア

する音楽チャンネルであります。 

 



② 当社グループの売上区分 

  

Ａ．委託放送売上 

 当社番組視聴希望者が、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの「スカイパーフェクＴＶ！」の代理店

等で加入申込をおこない、視聴に必要な機材を購入します。代理店等経由で株式会社スカイパーフェクト・コミュニケー

ションズが番組視聴に必要な手続終了後、当社番組視聴希望者は番組を視聴することが可能となります。視聴料の徴収に

ついては、当社ではおこなわず、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズに業務委託しております。 

Ｂ．番組販売売上 

 多チャンネル化しているケーブルテレビ局、有線系新プラットフォーム及び当社番組を業務利用するカラオケ店、飲食

店を営む法人に対して「スペースシャワーＴＶ」を中心に当社番組を販売しております。 

Ｃ．広告営業売上 

ａ．タイム 

 番組提供広告と呼ばれ、スポンサーに一定の時間を売って、スポンサー名やスポンサーの広告を当社番組のなかで放

映する業務であります。 

ｂ．スポット 

 番組切替時間（番組と番組の間）にスポンサーの広告を放映する業務であります。 

 上記のタイムとスポットの多くは広告代理店を通じて販売しております。 

ｃ．街頭テレビ 

 当社が街頭テレビの広告枠を購入し、取引先に販売する業務であります。 

Ｄ．制作売上 

 ミュージックプロモーションビデオ・劇場公開用映画などの制作において、コンセプト作り・演出・キャスティング等

をおこなう業務であります。当社の子会社である株式会社セップが担当する業務となっております。 

Ｅ．その他売上 

ａ．インディーズのＣＤ／ＤＶＤの流通業務に関するレコード売上。主に、子会社であるバウンディ株式会社が相当する

業務となっております。 

ｂ．携帯電話上での音楽、天気に係わる有料情報提供サービス。 

c．アーティストのコンサート又はイベントの主催、後援、協賛等をおこない、グッズの販売やこれらのイベントの告知を

チャンネル又は印刷物でおこなうことによる後援料、協賛金。 

  

  

売上区分 内容

委託放送売上 ㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ（スカイパーフェクＴＶ！）経由で契約した個

人受信者からの視聴料収入 

番組販売売上 ケーブルテレビ局、有線系新プラットフォーム及びカラオケ店等の業務利用をおこなう店舗へ

の番組販売 

広告営業売上 個々の番組に付ける広告収入 

制作売上 番組・プロモーションビデオ・映画制作等に関する業務の請負 

その他売上 インディーズのＣＤ／ＤＶＤの流通業務に関するレコード売上、モバイル事業、コンサート及

びイベントの主催、後援、協賛等 



４【関係会社の状況】 

  

（注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．親会社の議決権の所有割合又は被所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．株式会社セップについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。 

主要な損益情報等 ａ．売上高        1,658百万円 

ｂ．経常利益         1百万円 

ｃ．当期純損失        8百万円 

ｄ．純資産額         62百万円 

ｅ．総資産額        657百万円 

バウンディ株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

主要な損益情報等 ａ．売上高        2,248百万円 

ｂ．経常利益         8百万円 

ｃ．当期純損失        5百万円 

ｄ．純資産額        177百万円 

ｅ．総資産額       1,377百万円 

  

５．平成18年８月16日付で、スリーディーシステム株式会社の第三者割当増資による新株発行の引受をしたことにより、新た

に提出会社の連結子会社となりました。また、同社は、平成18年9月15日付でバウンディ株式会社へ商号変更しておりま

す。 

６. 前連結会計年度において連結子会社であった株式会社ｅＴＥＮは、当連結会計年度に、株式会社ｅＴＥＮと株式会社スカ

イパーフェクト・コミュニケーションズとの株式交換がおこなわれた結果、提出会社の連結子会社ではなくなっておりま

す。 

７.上記以外に小規模な連結子会社が１社、持分法適用関連会社が６社あります。 

  

  

名称 住所 
資本金 

主要な事業の内容 

議決権の所有割合

又は被所有割合 関係内容 

（百万円） （％） 

親会社           

伊藤忠商事株式会社 

（注）１（注）２ 
東京都港区 202,241 総合商社 

51.06 

（0.56） 

試験放送の運

用業務を請託

している 

連結子会社           

株式会社スペースシャワー 

ＴＶ 

（注）３ 

東京都港区 215 音楽番組制作 100.00 

当社音楽番組

の制作を受託

している 

役員の兼任３

名 

株式会社セップ 

（注）４ 
東京都港区 80 

音楽プロモーシ

ョンビデオ・映

画制作 

100.00 

役員の兼任３

名 

資金援助あり 

バウンディ株式会社 

（旧スリーディーシステム 

株式会社） 

（注）３（注）４ 

（注）５ 

東京都渋谷

区 
210 

音楽パッケージ

商品の物流及び

販売等 

67.00 
役員の兼任１

名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  ２．従業員数が前期末に比べて48名増加しておりますのは、主として、バウンディ株式会社を連結子会社化したことによる

ものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び当社の子会社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

エンターテインメント情報サービス事業部門 129 (63) 

管理部門 23 (６) 

合計 152 (69) 

      平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

51(12) 37.1 7.3 8,534,440 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度のわが国経済は、緩やかな拡大基調で推移いたしました。雇用環境の改善等で個人消費は底堅く、好調な企

業業績を背景に民間設備投資は好調を維持し、輸出も中国や米国向け中心に堅調に推移いたしました。当社グループの属する

ＣＳ放送業界におきましては、「スカイパーフェクＴＶ！」の加入者数が伸び止まりを見せる一方で、ケーブルテレビ局経由

の加入者は引き続き堅調に伸び、ブロードバンドを利用した新規プラットフォームも着実に加入世帯を伸ばしており、多チャ

ンネル有料放送事業にとっては今後の発展が期待されます。 

このような状況のなか、当社グループの運営する「スペースシャワーＴＶ」の番組視聴可能世帯数は「スカイパーフェクＴ

Ｖ！」とケーブルテレビ局を合わせて721万3千世帯(平成19年3月末現在)となりました。当社グループは平成18年11月に中期経

営計画で発表いたしましたとおり、今後は音楽コンテンツ領域により一層注力しながら、業容の拡大に努めていきたいと考え

ております。その一環として、平成18年8月にインディーズのＣＤ・ＤＶＤ流通を中心とした業務サポート企業である「バウン

ディ（旧スリーディーシステム）」を連結対象会社にするとともに、平成18年11月には老舗のインディーズレーベルである

「Ｐヴァイン・グループ」と業務資本提携をいたしました。今後は両企業とともに日本のインディーズシーンを活性化しなが

ら、よりよい音楽を視聴者の皆様にいろいろな形でお伝えしていきたいと考えております。また、気象情報サービス等を展開

してまいりました「e天気事業」につきましては、上記経営方針に照らし、平成19年3月1日付でｅ天気事業の一部の株式会社ｅ

ＴＥＮへの吸収分割及び同社と株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズとの株式交換により、株式会社スカイ

パーフェクト・コミュニケーションズに対して事業売却いたしました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高11,026,032千円と前連結会計年度と比べ2,074,249千円増(前期比23.2%増)とな

りました。利益につきましては、営業利益が650,104千円と前連結会計年度と比べ118,525千円減(前期比15.4％減)、経常利益

は612,359千円と前連結会計年度と比べて42,990千円減(前期比6.6％減)となりましたが、「ｅ天気事業」の事業売却による特

別利益を計上したことなどにより、当期純利益は457,645千円と前連結会計年度と比べ103,341千円増(前期比29.2％増)となり

ました。 

  

売上区分別の概況は、次のとおりであります。 

①委託放送売上：新しいベーシックパックの導入により、「ミュージックビデオ専門／ＶＭＣ」は売上を伸ばしたものの、

「スペースシャワーＴＶ」及び「e-天気.net」はアロケーション単価の低下により減収となり、全体では

2,936,313千円と前期比190,542千円減（前期比6.1％減）となりました。 

②番組販売売上：デジタル契約を中心にしたケーブルテレビ局経由視聴世帯数の伸び及びブロードバンド上の新規プラット

フォームへの番組販売が堅調に増加したことに加え、ｅ２ｂｙスカパー！も加入者を伸ばしたことにより、

1,810,079千円と同225,785千円増（同14.3%増）となりました。 

③広告営業売上：音楽イベントを絡めた案件を中心に受注が順調に伸び、1,463,066千円と同13,689千円増（同0.9％増）とな

りました。 

④制作売上  ：プロモーションビデオの受注は引き続き順調に伸びた一方で、新規の映画の受託制作が当連結会計年度には

なかったことにより、1,695,699千円と同347,113千円減（同17.0％減）となりました。 

⑤その他売上 ：インディーズのＣＤ・ＤＶＤ流通を中心とした業務サポート企業である「バウンディ㈱」を平成18年10月か

ら連結子会社化したことによるレコード売上が2,246,478千円加わったことにより、3,120,873千円と同

2,372,430千円増（同317.0％増）となりました。 

  

 



(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、794,912千円の使用となり、資金の期

末残高は、1,858,077千円となりました。これは主に、営業活動により414,475千円獲得した資金を投資活動に870,440千円、財

務活動に338,947千円使用したことによるものであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の獲得は、414,475千円（前連結会計年度は1,071,030千円の獲得）となりました。これは主に、税金

等調整前当期純利益において880,469千円獲得したものの、法人税等の支払に562,019千円使用したことによるものでありま

す。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の使用は、870,440千円（前連結会計年度は156,716千円の使用）となりました。これは主に、投資有

価証券の取得に607,453千円、有形固定資産の取得に108,720千円、無形固定資産の取得に135,027千円使用したことによる

ものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の使用は、338,947千円（前連結会計年度は133,330千円の使用）となりました。これは主に借入金の

返済(純額)により220,000千円、配当金の支払に133,330千円使用したことによるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における制作部門における生産実績は次のとおりであります。なお、他の部門については生産に相当する事

項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループは事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので、部門別に記載しております。 

３．金額は、制作原価で記載しております。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における制作部門の受注状況を示すと次のとおりであります。なお、他の部門については受注に相当する事

項がないため、受注状況に関する記載はしておりません。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループは事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので、部門別に記載しております。 

３．受注高については、売上金額で記載しております。また、受注残高については、金額が確定していないため、当連結会計

年度末までに発生している制作原価で記載しております。 

  

 

事業の部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

制 作 1,512,857 85.4 

事業の部門の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

制 作 1,695,699 83.0 79,710 112.5 



(3)販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の売上区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記売上区分の内容は以下のとおりであります。 

委託放送売上  ㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ（スカイパーフェクＴＶ!）経由で契約した個人受信者か

らの視聴料収入 

番組販売売上  ケーブルテレビ局、有線系新プラットフォーム及びカラオケ店等の業務利用をおこなう店舗への番組販

売 

広告営業売上  個々の番組に付ける広告収入 

制作売上    番組・プロモーションビデオ・映画制作等に関する業務の請負 

その他売上   インディーズのＣＤ／ＤＶＤの流通業務に関するレコード売上、モバイル事業、コンサート及びイベン

トの主催、後援、協賛等 

３．音楽専門チャンネル「スペースシャワーＴＶ」は、「スカイパーフェクＴＶ！」及び「ｅ２ｂｙスカパー！」（110度

CS）経由の個人視聴可能世帯数（本登録手続を完了していない個人仮登録件数及び販売代理店店頭展示台数等を含む）

が平成19年3月末に121万3千件となっており、ケーブルテレビ局経由の視聴可能世帯数が各ケーブルテレビ局からの衛星

テレビ広告協議会報告ベースで平成19年3月末に600万件となっております。 

  

３【対処すべき課題】 

 当社グループでは「常に感度の高いソフトとメディアを提供し、21世紀の高度情報社会に通用するライフスタイルの提案」という

経営理念の下に、時代の流れと若者の感覚やセンスに根ざした音楽ソフトや映像コンテンツをクラスメディア指向(注1)で、デジタル

インタラクティブ(注2)を交え、送り続けています。このような事業開始以来蓄積してきた実績・ノウハウを最大限活用して、上述の

環境激変に対応すべく諸施策を遂行していく予定ですが、競合他社との競争を乗り切って事業を成長させていくためには、以下に示

す課題認識と対応が必要であると考えております。 

（注１） クラスメディア指向……共感共有できるマーケット（主に視聴者）を対象とすること。 

（注２） デジタルインタラクティブ……顧客の要望を先進的に取込ながらサービスを提供すること。 

  

(1)「スカイパーフェクＴＶ！」の加入者及び単価 

当社グループの収益のうち、衛星放送による視聴料収入は、「スカイパーフェクＴＶ！」での加入者数及び顧客１人当たりの

契約単価と大きな相関関係があります。「スカイパーフェクＴＶ！」のパッケージが再編され、平成17年12月から選択制が導入

されたことにより、加入者数及び顧客一人当たりの契約単価が視聴者の選択に依存する度合いが強くなりました。当社グループ

といたしましては、費用対効果、投入時期を十分に検討したうえで、コンテンツの充実をはかり、視聴者に支持される番組を提

供することで、より一層の加入者獲得に努めたいと考えております。 

  

(2）ケーブルテレビ局の加入者数と単価 

ケーブルテレビ局が一部のエリアを除いては、現状地域１局であるのに対し、番組供給事業者は全体で100チャンネル以上ある

ことから、引き続き買い手市場にあり、ケーブルテレビ局から単価の引き下げ要請があります。当社グループといたしまして

は、（1）に記したとおり、視聴者から支持される番組作りを進めることで、ケーブルテレビ局に視聴者獲得のメリットがあるこ

とを強調しつつ、全体としての番組販売収入を最大化できるような柔軟な営業・価格戦略を推進していく予定であります。ま

た、ケーブルテレビ局のデジタル化が、東名阪を中心に次々と開始されており、今後番組パッケージの再編や、全国各地での

ケーブルテレビ局同士の合従連衡が予想されます。当社といたしましては、番組内容の充実と共に営業を一層強化することで、

ケーブルテレビ局経由の視聴可能世帯数の維持・拡大を進めていく予定であります。 

  

売上区分 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

委託放送売上（千円） 2,936,313 93.9 

番組販売売上（千円） 1,810,079 114.3 

広告営業売上（千円） 1,463,066 100.9 

制作売上（千円） 1,695,699 83.0 

その他売上（千円） 3,120,873 417.0 

合計（千円） 11,026,032 123.2 



(3）加入者獲得のための新しいコンテンツ配信先の開拓 

これまで当社の契約視聴者の殆どは「スカイパーフェクＴＶ！」経由またはケーブルテレビ局経由でありましたが、（1）及び

（2）の状況を受け、一昨年来相次いで立ち上がった新規の放送事業者や、今後出現してくることが予想される多様な伝送システ

ム上のコンテンツ配信先に対しタイムリーに対応できるよう、その発展進捗及び権利処理ルールの整備状況を見ながら、対応策

の検討をおこなっていく予定であります。 

  

(4）広告営業売上の安定的成長 

広告市場については景気の影響を強く受けやすいものではありますが、当社グループでは広告の基盤である視聴者数の拡大と

当社の特徴であるクラスメディア指向の徹底及び視聴者データの詳細な分析、広告代理店や広告主への提案力の向上をはかるこ

とで、引き続き基盤となる営業力を強化していく予定であります。 

  

(5）新しい収益源の確立 

これまで当社グループは委託放送売上、番組販売売上、広告営業売上を主な柱としてまいりましたが、更なる企業成長を考え

ると第４の柱を確立することが急務であると認識しております。当社グループとしましては、ＷＥＢ・モバイル関連事業を第４

の柱に育成すべく、これまでいろいろな取り組みをしてまいりました。今後も既存放送事業との結び付きを活かす形での事業モ

デルの検討を引き続きおこなっていく予定であります。 

また、既存事業とのバランスを保ちつつ、知的財産権分野への取り組みをおこなうことも、重要な課題と認識しております。

平成18年8月に連結子会社化したＣＤ等のパッケージ流通を主力とするバウンディ㈱（旧商号：スリーディーシステム㈱）及び、

平成18年11月に業務資本提携をしたＰヴァイン・グループを中心として、今後様々な取り組みを行っていきたいと考えておりま

す。 

  

(6）ＣＳ放送のＨＤ（デジタルハイビジョン）対応 

地上波デジタル放送の普及と液晶やプラズマ等の薄型大型テレビの一般化にともない、番組画質への要求基準が高くなってき

ております。また、ケーブルテレビのデジタル化も進みつつある事から、今後1～2年以内にＣＳ放送についてもＨＤ画質での放

送開始を目指す動きが活発化してきております。こうした状況の中、当社グループが放送するチャンネルについても、ＨＤ放送

に対応可能な設備更新や制作体制の構築が必要となります。送出設備につきましては、設備更新の時期であることに加え、既に

ＳＤ送出設備が市場にないことから、平成20年3月期中に送出設備のＨＤ対応をすることとしました。今後は制作設備のＨＤ対応

について、マーケットのＨＤ化状況を踏まえつつ、効率良く対応していく方針であります。 

  

(7）子会社管理の強化と新規事業の本格的稼働 

子会社の事業計画については、随時見直しをおこないマーケット変化に素早く対応し、経営管理を一層徹底することで、事業

を育成していくべきか撤退・縮小すべきかを素早く的確に判断していく予定であります。新規事業に関しましては、今後とも積

極的に取り組んでいく予定ですが、開始にあたっての事業審査をより厳格にし、逐次レビューすることで、リスク管理を徹底し

ていく予定であります。 

  

(8）個人情報の保護に関する法律(以下「個人情報保護法」という)について 

昨今多くの企業が個人情報の流出により多大な社会的・経済的影響を蒙っています。個人情報保護については、平成15年5月に

「個人情報保護法」が成立したこともあり、当社を含め個人情報を取り扱う企業にとって非常に重要な課題となっています。個

人情報保護法では、個人情報を一定数以上取り扱う事業者を「個人情報取扱事業者」(第二条第三項)と規定しています。当社グ

ループも委託放送約款による個人視聴者との契約があり、「個人情報取扱事業者」に該当します。前記以外にもインターネット

上でのメール会員等の情報等を含めて、個人情報の取扱については適切な取扱が求められています。当社では、個人情報の取扱

について社内プロジェクトを設置し、個人情報保護法の趣旨に沿った対応を行なうよう社内ルールを整備すると共に関係者に対

する啓蒙活動を継続しておこなっております。 

  

４【事業等のリスク】 

１．当社の事業に係る法的規制について 

（1)放送法について 

放送法においては、衛星を利用した衛星放送事業について受託・委託放送制度が導入されており、放送事業者は「委託放

送事業者」と「受託放送事業者」に分離され、委託放送事業者が放送番組を制作・編集し、放送局を管理・運用する受託放

送事業者にその放送を委託することで放送サービスが提供される仕組みとなっております。一方、現在では電気通信役務利

用放送法において、「役務利用放送事業者」が「委託放送事業者」と同様のサービスを行うことが可能となりました。当社

は、平成19年3月に「e-天気.net」を事業譲渡するにあたり、放送免許を譲渡するために、「委託放送事業者」から「役務

利用放送事業者」に切り替えましたが、放送事業者としてこれに伴う実質的変化はありません。 



結果、当社は平成19年2月20日以降は、総務大臣より認可を受けた役務利用放送事業者として、音楽を中心とした「ス

ペースシャワーＴＶ」、「ミュージックビデオ専門／ＶＭＣ」という2つの放送番組を制作・編成し、電気通信事業者

（「委託放送事業者」に対する「受託放送事業者」と同様の地位にあるもの）が保有する通信衛星を利用して全国の個人受

信者およびケーブルテレビ局等に配信しております。当該事業は電気通信役務利用放送法の規制を受けるものであり、総務

省が当社の監督をおこなっております。また、将来、これらの法令の改正や新たな法令規制が制定され、当社の事業に適用

された場合、当社の事業はその制約を受けることになります。この場合、当社が当社の事業を継続するためには、これらの

法令に基づく許認可等を取得する必要があります。 

  

(2)個人情報の保護に関する法律(以下「個人情報保護法」という)について 

昨今多くの企業が個人情報の流出により多大な社会的・経済的影響を蒙っております。個人情報保護については、平成15

年5月に「個人情報保護法」が成立したこともあり、当社を含め個人情報を取り扱う企業にとって非常に重要な課題となっ

ております。 

個人情報保護法では、個人情報を一定数以上取り扱う事業者を「個人情報取扱事業者」(第二条第三項)と規定しておりま

す。当社も委託放送約款による個人視聴者との契約があり、「個人情報取扱事業者」に該当します。前記以外にもインター

ネット上でのメール会員等の情報等を含めて、個人情報の取扱については適切な取扱が求められております。当社では、個

人情報の取扱について社内プロジェクトを設置し、個人情報保護法の趣旨に沿った対応を行なうよう社内ルールを整備する

と共に関係者に対する啓蒙活動を継続して行なっておりますが、個人情報の流出等があった場合、当社の財政状態および経

営成績等は悪影響を受ける可能性があります。 

  

２．事業内容に係るリスクについて 

（1）電気通信事業者ジェイサット株式会社との関係 

通信衛星を利用した衛星放送事業において、「電気通信事業者」は、役務利用放送事業者が制作・編成した放送番組を通

信衛星から個人受信者に届ける役割を担っておりますが、当社においては電気通信事業者であるジェイサット株式会社（以

下「同社」という）と業務委託契約を締結して番組の放送送出を委託しております。 

①利用衛星に係わるリスク 

当社の番組配信は同社の所有衛星を利用しております。そのため、同社の所有する衛星に隕石が衝突する等の不可避の事

故や人為的なミスによる故障が生じた場合、当社の番組が個人受信者およびケーブルテレビ局に配信できなくなることで当

社の財政状態や経営成績等に悪影響を与える可能性があります。また、当社の番組配信は、通信衛星「ＪＣＳＡＴ－3Ａ」

を使用しており、ＪＣＳＡＴ－3Ａの設計寿命は、平成33年まで（打上年月は平成18年8月、設計寿命は約15年）といわれて

おります。電気通信事業者は所有衛星の寿命に応じて衛星を調達する必要があるため、当社においてもその寿命や衛星調達

状況に応じて新たな通信衛星での配信に移行する必要があります。計画通りに新たな衛星が調達されなかった場合には当社

の番組配信サービスの移行にも支障が生じることになるため、新たな通信衛星への移行が同社自体の問題により円滑にいか

ない場合、当社の財政状態および経営成績等は悪影響を受ける可能性があります。 

 



②衛星が使用できなくなるリスク 

当社事業は同社の所有衛星を利用しておりますため、同社が人工衛星局として、総務省からあたえられている免許が更新

され続けることがサービス継続の前提となっております。したがって、同社の免許更新状況やその他何らかの理由により契

約更新が果たされなかった場合には、当社の事業継続に重大な支障が生じる可能性があります。 

  

（2）衛星デジタル多チャンネル放送事業について 

①顧客管理代行会社 株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズとの関係 

衛星デジタル多チャンネル放送事業は、放送番組を制作・編成する「委託放送事業者」と通信衛星から個人受信者に配信

する「受託放送事業者」に加えて、個人受信者からの料金徴収を代行する「顧客管理代行会社」の三者の密接な相互依存関

係でなりたっております。顧客管理代行会社は、一般に「プラットフォーム会社」と呼ばれ、プラットフォーム全体の宣伝

をおこなうほか、委託放送事業者に替わり個人受信者からの料金徴収代行、放送データのアップリンク等をおこなっており

ます。 

当社においては、衛星デジタル多チャンネルサービス「スカイパーフェクＴＶ！」を運営する株式会社スカイパーフェク

ト・コミュニケーションズとの間で業務委託契約を締結し、「スカイパーフェクＴＶ！」加入者に対する視聴料金徴収代行

や放送データのアップリンク等を委託しております。したがって、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ所

有のアップリンク機材の故障により、当社の番組が個人受信者およびケーブルテレビ局に配信できなくなった場合には、当

社の財政状態および経営成績等は重要な影響を受ける可能性があります。 

②「スカイパーフェクＴＶ！」への加入動向が及ぼす経営成績変動リスク 

当社は、衛星デジタル多チャンネルサービス「スカイパーフェクＴＶ！」の加入者のうち、当社と視聴者契約を締結する

個人受信者より番組視聴料を収受しております。したがって、当社の経営成績は衛星デジタル多チャンネルサービスの普及

度合に影響を受ける傾向があり、「スカイパーフェクＴＶ！」への加入動向によっては当社の経営成績は悪化する可能性が

あります。なお、当社の提供する「スペースシャワーＴＶ」及び「ミュージックビデオ専門／ＶＭＣ」の番組視聴者数が増

加し続けるという保証はありません。 

   

３．近年の財政状態及び経営成績の動向について 

（1）売上高の推移 

売上高は、平成17年3月期より平成19年3月期まで、8,225,227千円、8,951,783千円、11,026,032千円と推移しておりま

す。 

このうち、番組販売売上は、平成17年3月期より平成19年3月期まで、1,384,856千円、1,584,294千円、1,810,079千円と

推移しており、安定的成長を続けております。また、広告営業売上は、平成17年3月期より平成19年3月期まで、1,197,517

千円、1,449,376千円、1,463,066千円と推移しております。 

当社の売上高は、今後においても、景気などの外的環境変化により重要な影響を受ける可能性があります。 

  

（2）経常利益及び当期純利益の推移 

平成17年3月期、平成18年3月期及び平成19年3月期において保有有価証券を売却しております。また、平成19年3月期にお

きましては、株式交換益を計上しております。 

経常利益につきましては、平成17年3月期は、損失を計上しておりました持分法適用会社を清算した結果、経常利益は

447,304千円となりました。平成18年3月期は、好調な番組販売売上及び広告営業売上を中心に業績が伸びたことにより、経

常利益は655,350千円となりました。平成19年3月期は、委託放送売上及び制作売上が前年度比減少したことなどにより、経

常利益は612,359千円となりました。 

当期純利益につきましては、平成17年3月期は、投資有価証券の売却益145,340千円等により特別利益を153,072千円計上

し、固定資産除却損61,618千円等により特別損失を100,302千円計上した結果、当期純利益は241,055千円となりました。平

成18年3月期は、投資有価証券の売却益を252,529千円計上し、固定資産の減損などで特別損失を285,310千円計上した結

果、当期純利益は354,303千円となりました。平成19年3月期は、「ｅ天気事業」の事業売却に伴う株式交換益259,725千円

及び投資有価証券売却益46,221千円などにより特別利益を318,154千円を計上し、投資有価証券評価損18,936千円及び映画

の出資金評価損16,980千円などにより特別損失を50,044千円を計上したことにより当期純利益は457,645千円となりまし

た。 

当社に関連するＣＳ放送業界及び音楽業界は環境変化が非常に早いことから、これらに対応するため子会社を設立する等

をして新規領域の事業を開拓していく必要がありますが、マーケット状況やその変化により撤退を余儀なくされる可能性が

ある等、新規事業の状況により当社の財政状態及び経営成績等は重要な影響を受ける可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

(1）業務委託契約 

  

(2）会社分割契約 

 当社は、平成18年12月21日開催の取締役会にて、平成19年３月１日を分割期日として、当社が営むｅ天気事業（気象情報サービ

ス等）を連結子会社である株式会社ｅＴＥＮに吸収分割し、その上で、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズが株

式会社ｅＴＥＮを株式交換により完全子会社化することに関して、基本合意しました。 

 これに従い、e天気事業の一部（放送やモバイルに関する運営）を株式会社ｅＴＥＮ（現在は番組制作等の業務）に吸収分割す

る決議を行い、平成18年12月21日に株式会社ｅＴＥＮと吸収分割に関する契約を締結しました。 

 これに関し、平成19年１月24日開催の株式会社ｅＴＥＮ臨時株主総会において、株式交換契約の承認決議が行われております。 

当該会社分割の概要は以下のとおりであります。 

  

① 会社分割の目的 

 株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズが株式交換により、株式会社ｅＴＥＮを完全子会社化するに先立ち、

当社のなかに存在したe天気事業の一部（放送やモバイルに関する運営）を簡易会社分割により株式会社ｅＴＥＮ（現在は番

組制作等の業務）に吸収分割し、同社がｅ天気事業を一体的に運営可能な状態にするためであります。 

  

② 会社分割の条件 

当社を分割会社とし、既存の株式会社ｅＴＥＮを承継会社とする吸収分割であります。 

 分割期日 

平成19年３月１日 

 承継会社が承継する権利義務 

当社は、e天気事業を遂行する上で必要と判断される当該事業にかかる資産及び契約上の地位などの権利・義務を株式会社

ｅＴＥＮに承継しております。 

 分割するｅ天気事業の内容 

気象予報を中心とした放送事業及び携帯電話上での気象情報の販売事業など 

  

③ 分割に際して発行する株式及び割当 

株式会社ｅＴＥＮは当社に対し普通株式700株を交付しております。 

  

④ 割当株式数の算定根拠 

継承会社である株式会社ｅＴＥＮの増加する資本金等の額を考慮し、割当株式数を決定しております。 

  

 

契約会社名 相手先 契約内容 契約年月日及び期間 

株式会社スペースシ
ャワーネットワーク 

ジェイサット株式会社 番組送出に関する業務委託契約
平成18年9月29日～ 
平成19年3月31日 

(以後、1年毎の自動更新) 

株式会社スカイパーフェ
クト・コミュニケーショ
ンズ 

通信衛星までのデータアップリンク
に関する業務委託契約 

平成19年2月1日～ 
平成20年3月31日 

(以後、1年毎の自動更新) 

「東経124・128度デジタル衛星有料
放送運用業務委託契約」 

平成19年2月1日～ 
平成20年3月31日 

(以後、1年毎の自動更新) 



⑤ 分割する資産、負債の状況（平成19年３月１日現在） 

  

⑥ 吸収分割承継会社となる会社の概要 

  

(3）株式交換契約 

 「（2）会社分割契約」に記載の平成18年12月21日開催の当社取締役会決議に基づき、平成19年３月１日に当社の連結子会社

であった株式会社ｅＴＥＮは、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズと株式交換に関する契約を締結しまし

た。 

 これに関し、平成19年２月15日開催の株式会社ｅＴＥＮ臨時株主総会において、株式交換契約の承認決議が行われておりま

す。 

 当該株式交換の概要は以下のとおりであります。 

  

① 株式交換の目的 

 平成18年11月に発表いたしました中期経営計画において、当社は音楽分野の事業に経営資源の集中と選択をおこなって成長

を目指すという方針を打ち出しました。その結果、気象情報サービス関連業務である「ｅ天気事業」は当社が経営資源を投下

すべき事業領域ではないと判断するに至り、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズに事業売却することを目的

として、同社と株式交換いたしました。 

  

② 株式交換の条件 

 株式交換の日 

平成19年３月１日 

 株式交換の方法 

 本株式交換に際して、効力発生日である３月１日の前日の最終の株式会社ｅＴＥＮの株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、その所有する株式会社ｅＴＥＮの普通株式１株に対して、以下の方法により算定された比率に基づき、株式会社スカイ

パーフェクト・コミュニケーションズの普通株式を交付します。なお、算定された比率に基づき交付する株数に端数が生じる

場合には、端数を切り捨てるものとします。 

  

  
 ただし、株式会社ｅＴＥＮの発行済株式総数は、本会社分割の効力発生後における発行済株式総数とします。また、株式会社

スカイパーフェクト・コミュニケーションズの普通株式の価額は、本株式交換の効力発生日の前日の東京証券取引所における株

式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ株式の普通取引の終値（終値がない場合にはそれに先立つ直近日の終値）と

します。 

  

③ 株式交換比率 

  

④ 株式交換比率の算定根拠 

② 株式交換の条件に記載のとおりであります。 

  

 

  金額（百万円）   金額（百万円） 

流動資産 ４ 流動負債 ０ 

固定資産 52 固定負債 ４ 

合計 56 合計 ４ 

資本金の額 80百万円 

主な事業内容 気象情報番組制作 

  4億円を株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの普通株式の価額で除した数   

  株式会社ｅＴＥＮの発行済株式総数   

  
株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

（完全親会社） 

株式会社ｅＴＥＮ 

（完全子会社） 

株式交換比率 １ 2.40 



⑤ 株式会社ｅＴＥＮの概要 

「(2）会社分割契約 ⑥ 吸収分割承継会社となる会社の概要」に記載のとおりであります。 

  

⑥ 株式交換後の株式交換完全親会社となる会社の概要 

  

６【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の業績は、売上高11,026,032千円と前連結会計年度と比べ2,074,249千円増 (前期比23.2%増)となりました。 

売上区分別では、委託放送売上が2,936,313千円と前期比190,542千円減（前期比6.1%減）となりました。これは主に、「スカ

イパーフェクＴＶ！」のパッケージ変更による平均単価の低下によるものです。一方ＣＡＴＶの加入世帯が引き続き好調に伸び

たことにより、番組販売売上は、1,810,079千円と前期比225,785千円増（前期比14.3%増）となりました。また、制作売上につき

ましては、当連結会計年度においては映画の受託制作売上がなかったことにより、1,695,699千円と前期比347,113千円減（前期

比17.0％減）となりました。これはビデオクリップの制作が堅調に推移したことによります。その他売上は、当連結会計年度下

半期からバウンディ株式会社を連結子会社したことにより、3,120,873千円と前期比2,372,430千円増（前期比317%増）となりま

した。 

当連結会計年度は、「スカイパーフェクＴＶ！」の選択率向上のため、番組制作関連費及び宣伝販促費を増額したこと、なら

びに人件費の増加などにより営業利益は650,104千円と前連結会計年度と比べ118,525千円減(前期比15.4％減)、経常利益は、

612,359千円と前連結会計年度と比べて42,990千円減(前期比6.6％減)となりました。一方、当期純利益につきましては、ｅ天気

事業の売却にともない特別利益を計上したことなどにより、457,645千円と前連結会計年度と比べ103,341千円増（前期比29.2％

増）となりました。 

また、現金及び現金同等物は、当連結会計年度におきまして、794,912千円減少しました。これは、営業活動による資金の獲得

が414,475千円あったものの、投資活動による資金の減少が870,440千円、財務活動による資金の減少が338,947千円あったことに

よるものです。 

  

  

資本金の額 50,083百万円 

主な事業内容 有料多チャンネル放送プラットホーム 



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 ブロードバンドを利用した映像配信時代に対応すべく、当連結会計年度におきまして、音楽映像配信サーバー（ソフトウエア

80,200千円、ハードウエア66,000千円）を取得いたしました。 

 また、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

（注）１．帳簿価額のうち、「その他」は「工具器具及び備品」及び「ソフトウェア」であり、「建設仮勘定」は含まれておりま

せん。 

２．スタジオアライブは施設管理を委託業者に業務委託しており、常駐する当社グループ従業員はおりません。 

３．従業員数の（ ）は臨時従業員を外書しております。 

４．事業所のうち、本社及び関西営業所は賃借しております。 

５．上記の他、主要なリース設備は以下のものがあります。 

  

 

平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）

従業員数
（人） 

建物
機械及び
装置 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都港区) 

放送・編集・録音 
スタジオ等 

132,068 56,527
－
(－)

198,065 386,660 47（12）

スタジオアライブ 
(東京都世田谷区) 

音楽録音スタジオ 22,343 －
123,409
(370.34)

384 146,137 ― 

関西営業所 
(大阪市北区) 

管理設備 － －
－
(－)

47 47 ４（－）

エンゼルシーサイド 
南熱海 
(静岡県熱海市) 

厚生施設 12,584 －
8,350
(68.84)

214 21,149 ― 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 数量 リース期間
年間リース料 

（千円） 
リース契約残
高（千円） 

本社 
(東京都港区) 

放送設備 
（所有権移転外ファ
イナンス・リース） 

一式
平成14年4月1日

～平成21年8月27日 
55,120 67,082

スタジオ・中継機器 
（所有権移転外ファ
イナンス・リース） 

一式
平成14年8月１日
～平成22年3月31日 

7,463 15,673



(2）国内子会社 

（注）１．帳簿価額のうち、「その他」は「工具器具及び備品」及び「建設仮勘定」であります。なお、金額には消費税等は含め

ておりません。 

２．従業員数の（ ）は臨時従業員を外書しております。 

３．事業所は、全て賃借しております。 

４．上記の他、主要なリース設備は以下のものがあります。 

  

 (3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

設備更新にともない、平成19年12月にビデオクリップサーバー（約380,000千円）の購入を計画しております。 

  

(2)重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名
（所在地） 

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

株式会社スペースシャワ
ーＴＶ 

本社 
(東京都港区) 

管理設備 － －
－
(－) 

34,656 34,656 
34

（30）

株式会社セップ 
本社 
(東京都港区) 

管理設備 8,245 －
－
(－) 

4,436 12,682 
17

（25）

バウンディ株式会社 
本社 
(東京都渋谷区) 

管理設備 － －
－
(－) 

9,762 9,762 
49

（-）

会社名 
（所在地） 

設備の内容 数量 リース期間
年間リース料 

（千円） 
リース契約残
高（千円） 

本社 
(東京都渋谷区) 

事務所什器備品 
（所有権移転外ファ
イナンス・リース） 

一式
平成18年９月19日
～平成23年８月27日 

3,788 33,464

請求管理システム 
（所有権移転外ファ
イナンス・リース） 

一式
平成18年９月19日
～平成23年８月27日 

1,263 11,156

在庫管理システム 
（所有権移転外ファ
イナンス・リース） 

一式
平成18年９月19日
～平成23年８月27日 

1,947 17,203



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

①「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

    平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

    平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 352,000 

計 352,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 106,908 106,908 ジャスダック証券取引所 － 

計 106,908 106,908 － － 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 296 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,184 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 58,944 (注１) 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月３日
至 平成20年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  58,944
 資本組入額  29,472 

同左 

新株予約権の行使の条件       (注２) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡すると
きには、取締役会の承認
を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項     ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項     ― ― 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１   

  分割・併合の比率   



また、当社が他社と合併もしくは会社分割を行う場合、その他、当社が必要と認める場合には、払込金額の調整を行う

ことができるものとする。 

    ２．①新株予約権者は、権利行使時において当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員および従業員の何れかの地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正

当な理由がある場合にはこの限りではない。 

      ②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の相続は認めないものとする。 

  ③その他の行使条件については、取締役会決議により決定するものとする。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割（１：４）によるものであります。 

    ２．新株予約権の行使による増加であります。 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年12月９日 
（注）１ 

79,998 106,664 ― 1,781,867 ― 838,867 

 平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

（注）２ 
244 106,908 7,191 1,789,059 7,191 846,059 

        平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況
単元未
満株式
の状況 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その
他 

計 
個人以外 個人

株主数
（人） 

― ３ 16 56 ２ ３ 4,264 4,344 ―

所有株式数
（株） 

― 918 530 76,931 40 ９ 28,480 106,908 ―

所有株式数
の割合
（％） 

― 0.86 0.50 71.96 0.03 0.01 26.64 100 ―



(6）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であった株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズは、当事業年度末では主要株主で

はなくなりました。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に 係る議決権の数50個が含まれております。 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目5番1号 53,960 50.47

株式会社スカイパーフェクト・コミュ
ニケーションズ 

東京都渋谷区渋谷二丁目15番1号 10,664 9.97

株式会社博報堂ＤＹメディアパートナ
ーズ 

東京都港区東新橋一丁目5番2号 1,600 1.49

ビクターエンタテインメント株式会社 東京都渋谷区神宮前二丁目21番1号 1,184 1.10

株式会社ヒップランドコミュニケーシ
ョンズ 

東京都港区南青山二丁目20番4号
サットワンビル3Ｆ 

810 0.75

株式会社ポニーキャニオン 東京都港区虎ノ門二丁目5番10号 800 0.74

株式会社ソニー・ミュージックコミュ
ニケーションズ 

東京都新宿区市谷田町一丁目4番地 800 0.74

キングレコード株式会社 東京都文京区音羽一丁目2番3号 800 0.74

エイベックス・グループ・ホールディ
ングス株式会社 

東京都港区南青山三丁目1番30号 800 0.74

株式会社電通 東京都港区東新橋一丁目8番1号 800 0.74

計 ― 72,218 67.55

      平成19年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 106,908 106,908 － 

単元未満株式 ― ― － 

発行済株式総数 106,908 ― － 

総株主の議決権 ― 106,908 － 



②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

  

 (平成16年６月24日定時株主総会決議) 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員及び従業員に対し

て特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年６月24日の定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。 

(注)１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社と合併もしくは会社分割を行う場合、その他、当社が必要と認める場合には、払込金額の調整を行うこ

とができるものとする。 

  ２．①新株予約権者は、権利行使時において当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員および従業員の何れかの地位にあるこ

とを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な理由

がある場合にはこの限りではない。 

    ②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の相続は認めないものとする。 

③その他の行使条件については、取締役会決議により決定するものとする。 

  

      平成19年３月31日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日  平成16年６月24日 

 付与対象者の区分及び人数（名） 

当社 取締役  ２名 

当社 執行役員 ３名 

当社 従業員  23名 

子会社 取締役 ３名 

子会社 従業員 ５名 

 新株予約権の目的となる株式の種類 
「(2）新株予約権等の状況」に記載しておりま

す。 

 株式の数（株） 同上 

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 (注)１ 

新株予約権の行使期間 同上 

 新株予約権の行使の条件 同上 (注)２ 

 新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１

分割・併合の比率



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

     該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を経営の重要目標の１つとして位置付けております。 

急速に進む技術革新や市場構造変化に的確に対応し競争力と収益力を強化させるために積極的な先行投資をはかるとともに、経

営の効率化を通じ経営基盤の安定的確保を目指しております。かかる方針のもと、中長期的な事業計画に基づき、再投資のため

の内部留保資金の確保を念頭におきながら、業績、財政状態及び配当性向等を総合的に勘案し検討することとしております。 

 当社は、年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をす

ることができる旨を定款に定めております。剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当を行う場合に

は取締役会であります。 

 このような方針に基づき、第13期は、1株につき1,250円の普通配当といたしました。 

 内部留保資金につきましては、経営体質の充実及び将来の事業の拡大に役立ててまいる所存であります。 

 当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の

公表のものであります。なお、第11期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものでありま

す。 

２．□印は、株式分割（平成17年12月９日、１株を４株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成19年６月19日定時株主総会 133,635 1,250

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 245,000 290,000 
257,000

※286,000 
1,150,000
□389,000 

218,000 

最低（円） 74,000 78,000 
201,000

※183,000 
216,000

□121,000 
64,500 



(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 93,000 82,000 82,000 83,000 75,600 70,000 

最低（円） 69,100 66,700 70,800 67,800 68,000 64,500 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役会長 代表取締役 中井 猛 昭和22年１月３日生

昭和44年４月 ㈱渡辺プロダクション 入社 

昭和64年１月 ㈱スペースシャワー 

取締役副社長 

平成４年３月 ㈱ヒップランドグループ 

代表取締役社長 

平成５年12月 ㈱セップ 

（現 ㈱スペースシャワーＴＶ） 

代表取締役社長 

平成９年３月 当社 取締役副社長 

平成11年11月 当社 代表取締役副社長 

平成12年６月 当社 代表取締役社長 

平成16年９月 ㈱セップ 取締役 

平成17年４月 ㈱スペースシャワーＴＶ 取締役 

平成19年６月 当社 代表取締役会長 (現任) 

注３ 120 

取締役社長 代表取締役 金森 清志 昭和27年９月７日生

昭和52年４月 ㈱渡辺プロダクション 入社 

平成元年６月 ㈱スペースシャワー 

編成制作部長 

平成５年６月 同社 取締役 

平成５年12月 ㈱セップ 

（現 ㈱スペースシャワーＴＶ） 

取締役 

平成９年６月 当社 常務取締役 放送本部長 

平成15年４月 当社 常務取締役 

音楽チャンネル事業本部長 

平成16年９月 ㈱セップ 取締役 

平成16年10月 ㈱スペースシャワーティーヴィ・

プロデューシング（現 ㈱スペー

スシャワーＴＶ） 

代表取締役社長 

平成17年４月 当社 取締役 ＳＳＴＶ事業統括

兼 常務執行役員 

ＳＳＴＶ事業グループ担当 

平成19年４月 当社 取締役 

ＳＳＴＶ事業統括 

平成19年４月 ㈱スペースシャワーＴＶ 

取締役（現任） 

平成19年６月 当社 代表取締役社長 (現任) 

注３ 100 



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
経営企画・ 
管理担当 

内田 正宏 昭和32年10月20日生

昭和58年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成５年４月 ㈱スペースシャワー 出向 

平成10年３月 ㈱ジャパンスポーツチャンネル 

出向 

平成12年１月 ジェイサット㈱ 出向 

平成14年４月 伊藤忠商事㈱ 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

メディア事業部門 企画開発室長 

平成15年４月 当社 出向 管理本部長補佐 

平成15年６月 当社 出向 取締役  

兼 執行役員 

経営企画・管理担当 管理本部長 

平成17年４月 当社 出向 取締役 管理統括 

兼 執行役員  

コーポレート企画室長 

平成18年６月 ㈱セップ 取締役（現任） 

平成18年12月 当社 出向 取締役 管理担当 

内部監査室長 

平成19年４月 当社 出向 取締役 管理担当 

平成19年４月 ㈱スペースシャワーＴＶ 

取締役（現任） 

平成19年６月 当社 出向 取締役 

経営企画・管理担当（現任） 

注３ ― 

取締役 
（非常勤） 

SSTV事業担当 寺嶋 孝直 昭和23年２月21日生

昭和45年８月 ㈱キャニオンレコード 入社 

昭和46年８月 ㈱ニッポン放送 移籍 

平成５年７月 同社 首都圏営業部長 

平成７年７月 同社 営業促進部長 

平成８年10月 ㈱エフエムジャパン 入社 

営業促進部長 

平成10年６月 同社 取締役 営業部長 

平成13年６月 同社 取締役 編成局長 

平成15年６月 同社 常務取締役 

平成17年12月 当社 執行役員 広告営業本部長 

平成17年12月 ㈱スペースシャワーＴＶ 取締役 

平成19年４月 同社 代表取締役社長（現任） 

平成19年６月 当社 取締役 ＳＳＴＶ事業担当 

（現任） 

注３ ― 



  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
（非常勤） 

音楽・映像事業 
担当 

清水 英明 昭和33年11月19日生

昭和58年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成元年10月 ㈱ビデオサット 出向 

平成５年７月 Thai Telephone 

& Telecommunication 

       出向 事業計画部課長 

平成８年４月 伊藤忠タイ㈱ 出向 

平成９年10月 Quest Media社 取締役 

企画事業部長 

平成12年10月 当社 入社 

平成16年４月 当社 執行役員 音楽事業本部長 

平成17年４月 当社 執行役員 

音楽エンタテインメント事業グル

ープ担当 

音楽事業開発室長 

平成18年４月 当社 執行役員 

音楽エンタテインメント事業担当 

ＶＭＣ事業部長 

平成18年６月 スリーディーシステム㈱ 

（現 バウンディ㈱） 

代表取締役社長（現任） 

平成19年４月 ㈱セップ 取締役（現任） 

平成19年６月 当社 取締役 

音楽・映像事業担当（現任） 

注３ ― 

  
取締役 

（非常勤） 
  髙田 和昭 昭和27年５月１日生

昭和51年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成９年４月 同社  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

海外通信事業部  

海外通信第一課長 

平成12年４月 同社  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

コンテンツビジネス部長代行 

兼 メディア事業部門 

企画開発室長 

平成14年４月 同社 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

モバイルビジネス部長 

平成15年４月 同社 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

メディア事業部門長代行 

平成18年４月 同社  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

メディア事業部門長 

平成18年６月 当社 取締役 (現任) 

平成19年４月 伊藤忠商事㈱ 執行役員 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

メディア事業部門長 (現任) 

注３ ― 



  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
（非常勤） 

  伊藤 明 昭和35年10月５日生

昭和58年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成12年４月 同社 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

衛星・ケーブルテレビ事業部 

衛星事業課長 

平成13年４月 同社 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

ネットワーク・コンテンツ部 

衛星・ワイヤレス事業課長 

平成14年４月 同社  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

モバイルビジネス部 

モバイルメディア事業課長 

平成15年１月 ㈱アイラテ出向 

代表取締役社長  

兼 ㈱ナノ・メディア出向 

取締役副社長 

平成15年10月 伊藤忠商事㈱  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

ネットワーク・コンテンツ部 

部長代行 兼 メディア事業課長 

兼 モバイルビジネス部 

平成18年６月 ㈱アイキャスト 

代表取締役（現任） 

平成19年４月 伊藤忠商事㈱  

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

ネットワーク・コンテンツ部長 

（現任） 

平成19年４月 マルチメディア放送企画LLC合同

会社 

職務執行者（現任） 

平成19年６月 ㈱関西デジタルコンテンツ 

代表取締役 (現任) 

平成19年６月 当社 取締役 (現任) 

注３ ― 

  
取締役 

（非常勤） 
  斉藤正明 昭和22年５月22日生

昭和45年４月 東芝ＥＭＩ㈱ 入社 

平成７年６月 同社 取締役 洋楽制作本部長 

平成９年６月 同社 代表取締役社長 

平成12年２月 イーエムアイ音楽出版㈱ 

代表取締役社長 

平成13年４月 ㈱ジャパン・ディストリビューシ

ョンシステム 代表取締役会長 

平成15年３月 社団法人日本レコード協会副会長 

平成15年６月 当社 取締役（現任） 

平成17年１月 東芝ＥＭＩ㈱ 代表取締役会長 

平成18年７月 ㈱M-site設立 

代表取締役社長 (現任) 

注３ ― 



  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

  
取締役 

（非常勤） 
  小杉 理宇造 昭和22年11月10日生

昭和50年４月 ＲＶＣ㈱ 入社 

昭和57年２月 アルファ・ムーン㈱ 

代表取締役 

昭和59年４月 ㈱スマイルカンパニー 

代表取締役社長 (現任) 

昭和59年５月 ㈱スマイル音楽出版 

代表取締役社長 (現任) 

平成５年11月 ㈱ワーナー・ミュージックジャパ

ン 代表取締役会長 

平成５年11月 ㈱イーストウエスト・ジャパン 

代表取締役会長 

平成15年11月 ㈱ジャニーズ・エンタテイメント 

代表取締役 (現任) 

平成18年６月 当社 取締役 (現任) 

注３ ― 

監査役 
（常勤） 

  有光 信之 昭和23年１月21日生

昭和46年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成11年５月 同社 事業・審査部企画統括チー

ム長 

平成13年10月 同社 事業部長代行 

平成16年６月 同社 中国経営管理部長 

（上海駐在）兼 中国総代表付 

兼 上海伊藤忠商事有限公司 

平成18年６月 同社 事業・リスクマネジメント

部長代行 

兼 事業・リスクマネジメント部

事業チーム長 

平成19年５月 同社 事業部長代行 

平成19年６月 当社 常勤監査役 (現任) 

注４ ― 

  
監査役 

（非常勤） 
  池田 修二 昭和27年１月13日生

昭和49年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成10年６月 伊藤忠インターナショナル㈱ 

Vice President Controller 

(New York 駐在) 

平成15年３月 同社 Chief Financial Officer 

平成15年11月 伊藤忠商事㈱ 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

宇宙・情報・マルチメディア 

管理部長 

平成16年４月 同社 

宇宙・情報・ 

マルチメディアカンパニー 

チーフフィナンシャルオフィサー 

（現任） 

平成16年６月 当社 監査役 (現任) 

注４ ― 



 （注）１．取締役 高田和昭、伊藤明、斉藤正明及び小杉理宇造は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 有光信之、池田修二、笠原浩人及び市村勉は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。 

４．平成19年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。 

５．平成16年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。 

６．当社では、企業業績の向上と株主価値の最大化をはかるべく経営監視機能と業務執行機能を分離し、経営環境の変化に

迅速に対応するため、執行役員制度を導入しております。 

執行役員につきましては、下記３名で構成されております。 

執行役員   室  峰嘉   メディア開発本部長 

執行役員  長谷川裕朗   グループ管理本部長 

執行役員   林  吉人   コーポレート企画室長 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

  
監査役 

（非常勤） 
  笠原 浩人 昭和10年10月11日生

昭和40年４月 伊藤忠商事㈱ 入社 

平成７年10月 日本デジタル放送サービス㈱ 

代表取締役副社長 

平成８年３月 同社 代表取締役社長 

平成９年４月 同社 顧問 

平成10年７月 同社 監査役 

平成11年５月 ㈱ペイ・パー・ビュー・ジャパン 

監査役 (現任) 

平成12年６月 当社 監査役 (現任) 

注４ ― 

  
監査役 

（非常勤） 
  市村 勉 昭和36年12月３日生

昭和55年４月 日本電信電話公社 入社 

昭和63年４月 ＮＴＴデータ通信㈱ 転籍 

平成７年８月 ㈱メイクス代表取締役 

平成８年６月 ㈱モール・オブ・ティービー 

代表取締役 

平成11年４月 ㈱イースト 執行役員 

事業部 部長 

平成13年６月 当社 監査役 (現任) 

平成16年12月 ㈱イースト 執行役員 

総務部長 兼 経営企画部長 

(現任) 

注５ ― 

      計   220 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）会社経営上の意思決定、業務執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①会社の機関の内容 

通常業務に対する決定・承認、経営情報の共有化及び取締役会に付議する事項などに関する意見交換を目的として、代表取締

役ならびに常勤取締役、常勤監査役及び案件担当執行役員が出席する「経営会議」を月4回定期的に開催しております。また、グ

ループの役員が出席する「グループ役員連絡会」を毎週1回定例的に開催し情報交換をおこない、社内での最新情報の共有化と意

思疎通をはかり、経営の現状分析とビジネス環境の把握をおこなっております。加えて、業務執行に関する重要事項、全社の方

向性や目標、資源配分などの経営機能、更に、それらの行動を監視・チェックするボード機能の観点から、毎月1回定例の取締役

会を開催しており、活発な議論がなされております。 

当社は、業務執行と監視を分離する目的で、平成15年6月24日付けで執行役員制度を導入いたしました。執行役員は、付与され

た権限の中でスピーディーに経営判断をしながら、必要に応じ上記経営会議に重要事項を報告することで、経営のスピード化と

経営管理の徹底を目指しております。 

なお、当社は監査役制度を採用しており、監査役はすべての経営会議及び取締役会に出席しているのに加え、各取締役と随時

打合せをおこなうなど取締役の職務執行を充分に監視できる体制になっております。また、この他に内部監査を定期的に実施し

ております。さらに、顧問契約を締結している弁護士からは必要に応じアドバイスを受けております。また、監査法人からは、

通常の会計監査を受け、さらに必要に応じて適宜協議しております。以上により、当社は充分なコーポレート・ガバナンス体制

が確保されていると認識しております。 

  

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社では、社内業務全般に亘り職務分掌規程及び権限規程を整備することで、各職位が明確な権限と責任を持って業務を遂行

しております。また当社は、業務に関わる全てのリスクについて適切に管理する体制の整備に取り組んでおります。管理担当取

締役をリスク管理総責任者とし、その指揮の下、適時全社のしかるべき関係者が連携して問題に対処できる体制を整備しており

ます。 

  

③役員報酬の内容 

当社の社内取締役２名及び社内監査役１名に対する報酬額は、92,382千円であります。また、社外取締役２名及び社外監査役

２名に対する報酬額は、4,500千円であります。上記報酬額は、平成19年６月19日開催の第13期定時株主総会で決議された賞与

（社内取締役27,200千円、社内監査役2,500千円）及び役員退職慰労金（社内監査役10,182千円）を含んでおります。なお、前期

末の利益処分による役員賞与は、21,270千円であります。 

  

④監査報酬の内容 

当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内容は、19,000

千円であります。なお、上記以外の業務に基づく報酬の内容はありません。 

  

⑤内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続並びに内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携の状況 

内部監査としては、内部監査室（１名）が内部監査計画を立案のうえ実施しております。 

監査役監査（４名）については、常勤監査役が中心となり取締役会、経営会議には全て出席し、さらに社内の各種会議にも積

極的に参加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。 

会計監査については、会計監査人にあずさ監査法人を選任しております。監査業務が決算期末に偏ることのないよう期中にも

必要に応じて情報を提供し、適切な監査を実施できる環境を整備しております。 

監査役が媒介となり必要に応じて情報交換をすることで、内部監査、監査役監査及び会計監査が有機的に連携しております。 

当社は、取締役の定数については、11名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議につきましては、議決

権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨定款に定

めております。当社株主総会の特別決議要件につきましては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めております。 

 



⑥業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、当社に係る継続監査年数及び監査業務に係る補助者の構成 

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士（１名）、会計

士補等（６名）、その他システム専門家等（４名）により構成されております。 

  

（2）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要について 

当社の取締役７名のうち３名が常勤であり、４名が非常勤であります。各非常勤の取締役は、当社の大株主及び関連業界よ

り、当社の経営に参加し、極めて重要な助言・監視機能の役割を担っております。さらに取締役会におきましては、経営の意思

決定及び経営環境の変化に迅速に対応できる体制となっております。また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は4名（い

ずれも社外監査役）で構成され、社外監査役は当社との取引上の利害関係はありません。 

  

（3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み 

経営状態を常に良好な状態に保つため、内部監査を毎年実施しております。監査の結果は社長に報告するとともに取締役会に

報告されます。また、経営の透明性・公正性の更なる充実をはかる観点から、適時開示資料の充実、決算説明会の開催、ホーム

ページ等にも力を入れております。さらに、当社では社員のコンプライアンスに対する意識の向上のため、「スペースシャワー

ネットワーク・コンプライアンスプログラム」を作成し、周知徹底をはかっております。 

  

（4）今後のコーポレート・ガバナンスの強化・充実の施策として 

経営のスピード化、企業価値の極大化、経営思想の浸透をはかるため当社により最適なコーポレート・ガバナンス体制を構築

してまいります。変化の激しい今日、最適な経営判断を決定できる企業統治の仕組みなしには企業の存立は不可能であります。

また、当社の監督機能がより有効で適切に機能するようコーポレート・ガバナンス体制の構築に今後とも努力してまいる所存で

あります。 

  

(5）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当連結会計年度には、バウンディ株式会社の連結子会社化と、株式会社ブルース・インターアクションズほか２社との業務資

本提携を実施いたしました。それに伴いこれまで以上にグループとしてのガバナンスのあり方を見直す必要が出てきました。か

かる状況に対応すべく、「子会社及び関連会社管理規程」の徹底を図るとともに、各社管理部を統合する「グループ管理部会

議」を毎月一回開催することで、各社管理部の連携・情報共有を図りつつ、前述の「経営会議」及び「グループ役員連絡会」で

の決議内容の徹底や情報の迅速な伝達を通し、より実効的なコーポレート・ガバナンス体制の構築に努めております。 

  

(6）責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役及び社外監査役として独立性の高い優秀な人材を迎え、その期待される役割を十分に発揮できるように、

現行定款におきまして、社外取締役及び社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる

旨を定めております。これにより、社外取締役である、髙田和昭、伊藤 明、斉藤正明及び小杉理宇造の各氏、ならびに社外監

査役である、池田修二、笠原浩人及び市村 勉の各氏は、当社との間で、当該責任限定契約を締結しております。 

その契約内容の概要は次のとおりであります。 

・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第１項に規定する

最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大

な過失がないときに限るものとする。 

 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

大塚 敏弘 あずさ監査法人 （注） 

藤井 亮司 あずさ監査法人 （注） 



第５【経理の状況】 
  

１.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財

務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第12期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第13期事業年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２.監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び第12期事

業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及

び第13期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により

監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

金額（千円） 
構成比
(%) 

金額（千円） 
構成比
(%) 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

1. 現金及び預金     2,652,990     1,258,077  

2. 受取手形及び売掛金     1,332,034     1,828,357  

3. たな卸資産     83,873     139,386  

4. 関係会社預け金     ―     600,000  

5. 繰延税金資産     148,167     188,741  

6. その他     141,074     285,536  

貸倒引当金     △91,518     △168,536  

流動資産合計     4,266,623 71.6   4,131,563 61.8 

Ⅱ 固定資産              

1. 有形固定資産              

(1) 建物及び構築物     361,119     372,346  

(2) 機械装置及び運
搬具 

    35,550     101,550  

(3) 工具器具及び備
品 

    280,087     287,086  

(4) 土地     131,915     131,759  

(5) 建設仮勘定     66,199     5,850  

減価償却累計額     △382,902     △430,248  

有形固定資産合計     491,970 8.3   468,343 7.0 

2. 無形固定資産              

(1) 営業権     27,683     ―  

(2) のれん     ―     123,867  

(3) ソフトウェア     223,311     226,658  

(4) その他     103,537     22,549  

無形固定資産合計     354,531 5.9   373,075 5.6 

3. 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※１   328,679     1,068,235  

(2) 長期前払費用     14,269     6,324  

(3) 敷金保証金     137,384     166,249  

(4) 繰延税金資産     182,368     294,061  

(5) その他 ※１   209,207     203,182  

貸倒引当金     △25,200     △25,200  

投資その他の資産合
計 

    846,709 14.2   1,712,853 25.6 

固定資産合計     1,693,212 28.4   2,554,272 38.2 

資産合計     5,959,835 100.0   6,685,836 100.0 

               



  

  

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

金額（千円） 
構成比
(%) 

金額（千円） 
構成比
(%) 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

1. 支払手形及び買掛金     800,508     1,276,393  

2. 短期借入金     400,000     100,000  

3. 未払金     231,076     248,370  

4. 未払法人税等     365,653     150,109  

5. 預り金     ―     484,271  

6. 賞与引当金     134,935     133,976  

7. 役員賞与引当金     ―     39,500  

8. 返品調整引当金     ―     10,422  

9. 売上割戻引当金     ―     6,066  

10. その他     94,929     45,600  

流動負債合計     2,027,102 34.0   2,494,709 37.3 

Ⅱ 固定負債              

1. 退職給付引当金     130,383     145,539  

2. 役員退職慰労引当金     89,593     100,298  

3. その他     7,980     7,818  

固定負債合計     227,957 3.8   253,657 3.8 

負債合計     2,255,059 37.8   2,748,366 41.1 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   1,781,867 29.9   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     838,867 14.1   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     954,794 16.0   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    129,245 2.2   ― ― 

資本合計     3,704,776 62.2   ― ― 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    5,959,835 100.0   ― ― 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

1. 資本金     ―     1,789,059  

2. 資本剰余金     ―     846,059  

3. 利益剰余金     ―     1,243,960  

株主資本合計     ― ―   3,879,078 58.0 

Ⅱ 評価・換算差額等              

1. その他有価証券評価
差額金 

    ―     △235  

評価・換算差額等合計     ― ―   △235 △0.0 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   58,627 0.9 

純資産合計     ― ―   3,937,469 58.9 

負債純資産合計     ― ―   6,685,836 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

  

 

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 
百分比
(%) 

金額（千円） 
百分比
(%) 

               

Ⅰ 売上高     8,951,783 100.0   11,026,032 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   6,643,797 74.2   8,419,913 76.4 

売上総利益     2,307,986 25.8   2,606,118 23.6 

返品調整引当金戻入額     ― ―   279 0.0 

差引売上総利益     2,307,986 25.8   2,606,397 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１            

1. 広告宣伝費   114,621     191,444    

2. 役員報酬   141,869     151,297    

3. 人件費   429,756     606,319    

4. 退職給付引当金繰入
額 

  22,994     24,782    

5. 役員退職慰労引当金
繰入額 

  29,187     21,510    

6. 賞与引当金繰入額   115,605     109,716    

7. 役員賞与引当金繰入
額 

  ―     42,086    

8. 地代家賃   57,081     73,047    

9. 賃借料   15,641     21,936    

10. 旅費交通費   67,489     73,963    

11. 減価償却費   52,373     47,980    

12. 貸倒引当金繰入額   17,227     16,698    

13. 消耗品費   10,241     14,674    

14. 水道光熱費   11,907     13,973    

15. 通信費   22,135     25,488    

16. 業務委託・協力費   169,773     147,444    

17. のれん償却額   ―     41,113    

18. その他   261,448 1,539,356 17.2 332,815 1,956,293 17.7 

営業利益     768,630 8.6   650,104 5.9 

Ⅳ 営業外収益              

1. 受取利息   1,219     2,121    

2. 受取配当金   1,400     ―    

3. 受取手数料   6,000     9,807    

4. 分配金収入   2,857     ―    

5. その他   4,272 15,749 0.2 3,463 15,393 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

1. 支払利息   3,249     2,461    

2. 営業権償却   54,013     ―    

3. 持分法による投資損
失 

  63,988     43,192    

4. その他   7,777 129,029 1.5 7,483 53,137 0.5 

経常利益     655,350 7.3   612,359 5.6 

               



  

  

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 
百分比
(%) 

金額（千円） 
百分比
(%) 

Ⅵ 特別利益              

1. 投資有価証券売却益   252,529     46,221    

2. 貸倒引当金戻入益   ―     7,106    

3. 株式交換益   ―     259,725    

4. その他   ― 252,529 2.8 5,100 318,154 2.9 

               

Ⅶ 特別損失              

1. 固定資産除却損 ※２ 18,652     2,765    

2. 貸倒引当金繰入額   964     ―    

3. 投資有価証券評価損   5,375     18,936    

4. 事業整理損   ―     1,877    

5. 減損損失 ※３ 237,000     ―    

6. 出資金評価損   ―     16,980    

7. 過年度減価償却費   ―     9,484    

8. その他   23,318 285,310 3.1 ― 50,044 0.5 

税金等調整前当期純利
益 

    622,569 7.0   880,469 8.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  409,189     365,088    

法人税等調整額   △140,924 268,265 3.0 59,686 424,774 3.8 

少数株主損失     ― ―   1,950 0.0 

当期純利益     354,303 4.0   457,645 4.2 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

連結株主資本等変動計算書 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

    

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円）

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     838,867

Ⅱ 資本剰余金期末残高     838,867

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     752,406

Ⅱ 利益剰余金増加高       

1. 当期純利益   354,303 354,303

Ⅲ 利益剰余金減少高       

1. 配当金   133,330   

2. 役員賞与 

 （うち監査役賞与） 
  

18,586

（2,000) 151,916

Ⅳ 利益剰余金期末残高     954,794

        

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

評価・換算差

額等合計 

平成18年３月31日
残高（千円） 

1,781,867 838,867 954,794 3,575,530 129,245 129,245 ― 3,704,776

連結会計年度中の
変動額                 

新株の発行 7,191 7,191   14,382       14,382

利益処分による利
益配当     △133,330 △133,330       △133,330

利益処分による役
員賞与     △35,150 △35,150       △35,150

当期純利益     457,645 457,645       457,645

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純
額） 

        △129,481 △129,481 58,627 △70,854

連結会計年度中の
変動額合計 
（千円） 

7,191 7,191 289,165 303,548 △129,481 △129,481 58,627 232,693

平成19年３月31日
残高（千円） 

1,789,059 846,059 1,243,960 3,879,078 △235 △235 58,627 3,937,469



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   622,569 880,469 

減価償却費   72,278 94,822 

減損損失   237,000 ― 

無形固定資産償却   223,872 159,558 

貸倒引当金の増減額   7,631 9,592 

のれん償却額   ― 41,113 

受取利息及び受取配当金   △2,619 △2,121 

出資金評価損   ― 16,980 

支払利息   3,249 2,461 

持分法による投資損失   63,988 43,192 

有形固定資産除売却損   18,652 2,765 

投資有価証券売却益   △252,529 △46,221 

投資有価証券評価損   5,375 18,936 

株式交換益   ― △259,725 

出資金償却   63,229 24,080 

長期前払費用の増減額   △18,952 △4,725 

長期前払費用償却   119,607 7,708 

売上債権の増減額   △285,350 8,468 

たな卸資産の増減額   88,505 △15,051 

その他流動資産の増減額   5,757 △51,168 

仕入債務の増減額   163,077 74,870 

その他流動負債の増減額   2,154 △67,746 

賞与引当金の増減額   49,411 823 

役員賞与引当金の増減額   ― 39,500 

退職給付引当金の増減額   22,391 20,138 

役員退職慰労引当金の増減額   28,499 15,371 

役員賞与の支払額   △18,586 △35,150 

その他   11,731 △2,261 

小 計   1,230,945 976,682 

利息及び配当金の受取額   2,405 2,121 

利息の支払額   △3,249 △2,309 

法人税等の支払額   △159,071 △562,019 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,071,030 414,475 



  

  

  次へ 

科 目 
注記 

番号 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   △221,472 △108,720 

有形固定資産の売却による収入   ― 1,108 

投資有価証券の取得による支出   △4,400 △607,453 

投資有価証券の売却による収入   290,030 56,221 

子会社株式の取得による収入 ※２ ― 102,113 

株式交換による支出 ※３ ― △105,510 

無形固定資産の取得による支出   △101,564 △135,027 

出資金の払込による支出   △206,365 △8,000 

出資金の返還による収入   62,331 4,847 

貸付による支出   ― △61,076 

貸付金の回収による収入   2,512 9,528 

敷金保証金の払込による支出   △780 △15,914 

敷金保証金の戻入による収入   22,990 4,041 

その他   ― △6,600 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △156,716 △870,440 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入による収入   ― 80,000 

短期借入金の返済による支出   ― △300,000 

株式の発行による収入   ― 14,382 

配当金の支払額   △133,330 △133,330 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △133,330 △338,947 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   780,983 △794,912 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,872,007 2,652,990 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,652,990 1,858,077 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項     

(1）連結子会社 連結子会社の数     ５社 連結子会社の数     ４社 

連結子会社は以下のとおりでありま

す。 

株式会社スペースシャワーＴＶ 

株式会社セップ 

有限会社Ｑｕｉｃｋ Ｍａｇｉｃ 

バウンディ株式会社（旧 スリーディ

ーシステム株式会社） 

なお、有限会社Ｑｕｉｃｋ Ｍａｇｉ

ｃは、平成19年４月１日付で、有限会

社ＭＦＧへ商号変更しております。 

また、当連結会計年度における連結範

囲の異動は下記の３社であります。 

（連結範囲変更を伴う株式の追加取得

による増加） 

バウンディ株式会社（旧 スリーディ

ーシステム株式会社） 

（清算による減少） 

株式会社スペースシャワーラボ 

（株式交換による減少） 

株式会社ｅＴＥＮ 

   連結子会社は以下のとおりでありま

す。 

株式会社スペースシャワーＴＶ 

（旧 株式会社スペースシャワーティ

ーヴィ・プロデューシング） 

株式会社セップ 

株式会社ｅＴＥＮ 

有限会社Ｑｕｉｃｋ Ｍａｇｉｃ 

株式会社スペースシャワーラボ 

なお、当連結会計年度における連結範

囲の異動は下記の２社であります。 

（新規出資による増加） 

有限会社Ｑｕｉｃｋ Ｍａｇｉｃ 

株式会社スペースシャワーラボ 

  

  

(2）非連結子会社 ────── ────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

    

(1）持分法適用会社  関連会社４社（APOLLO SEP CHINA 

LIMITED、スリーディーシステム株式会

社、株式会社プライエイド・レコーズ、

セップフィルムズ有限責任事業組合）に

対する投資について持分法を適用してお

ります。 

 なお、当連結会計年度における持分法

適用範囲の異動は下記の１社でありま

す。 

  

（新規出資による増加） 

セップフィルムズ有限責任事業組合 

 関連会社６社（APOLLO SEP CHINA 

LIMITED、セップフィルムズ有限責任事

業組合、力塾ファクトリー有限責任事業

組合、株式会社ブルース・インターアク

ションズ、ピーヴァイン・レコード株式

会社、株式会社ペトロ・ミュージック）

に対する投資について持分法を適用して

おります。 

 なお、セップフィルムズ有限責任事業

組合及び力塾ファクトリー有限責任事業

組合は、平成19年３月31日付で解散決議

いたしました。清算の結了は平成19年６

月下旬を予定しております。 

 また、当連結会計年度における持分法

適用範囲の異動は下記のとおりでありま

す。 

（新規出資による増加） 
力塾ファクトリー有限責任事業組合 

株式会社ブルース・インターアクション

ズ 

ピーヴァイン・レコード株式会社 
  



 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    株式会社ペトロ・ミュージック 

（株式売却による減少） 

株式会社プライエイド・レコーズ 

（連結範囲変更を伴う株式の追加取得に

よる持分法適用除外） 

バウンディ株式会社（旧 スリーディー

システム株式会社） 

なお、上記の他当連結会計年度に設立

し清算した会社が１社あります。 

(2)持分法非適用会社 持分法を適用していない関連会社１社

の当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、持分法の適用から除外し

ております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は全て連結決算日

と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）を採用しており

ます。 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  ・商品 ・商品 

   先入先出法に基づく原価法を採用

しております。 

 当社は先入先出法に基づく原価法

を採用しており、連結子会社は主と

して個別法に基づく原価法を採用し

ております。 

  ・番組及び仕掛品 ・番組及び仕掛品 

   個別法に基づく原価法を採用して

おります。 

 同左 



 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（附属設備を除く）は定額法

によっております。 

 なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（附属設備を除く）は定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    10～33年 

機械装置及び運搬具     6年 

工具器具及び備品    4～10年 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（主に５年）に基づく定額法を採用

しております。 

 ただし、映像権利（その他）につい

ては、見込収益獲得可能期間に基づく

定率法を採用しております。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備える

ため、次連結会計年度賞与支給見込額

の当連結会計年度対応分を計上してお

ります。 

同左 

  ③    ───── ③ 役員賞与引当金 

     役員に対する賞与の支給に備えるた

め、次連結会計年度賞与支給見込額の

当連結会計年度対応分を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

42,086千円減少しております。 



  

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における自己都合退職

金要支給額に基づき計上しておりま

す。 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えて、

当社及び連結子会社は役員退職慰労金

規程に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

 役員の退職慰労金の支給に備えて、

当社及び一部の連結子会社は役員退職

慰労金規程に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。 

  ⑥    ───── ⑥返品調整引当金 

    当連結会計年度末日以降予想される

返品による損失に備えるため、返品予

測高に対する販売利益相当額を計上し

ております。 

  ⑦    ───── ⑦売上割戻引当金 

    将来発生する売上割戻に備えて得意

先との個別契約に基づいた売上の一定

額または一定率を計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他の連結財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却をおこなっております。 
───── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 
───── 

 のれんの償却については、５年間の定

額法により償却をおこなっております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分または損失処理に基

づいて作成しております。 

───── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は、237,000

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

3,878,842千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

───── （企業結合及び事業分離等に関する会計基準） 

   当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しております。 

───── （ストック・オプション等に関する会計基準） 

   当連結会計年度より「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

───── （連結貸借対照表関係） 

 １．前連結会計年度において、「営業権」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表

示しております。 

 ２. 「預り金」は、前連結会計年度末までは、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において資産合計の100分の５を超えたため区

分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「預り金」の金額は、21,585

千円であります。 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において、営業外費用の「営業権償

却」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

販売費及び一般管理費の「のれん償却額」と表示してお

ります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

「営業権償却」は、前連結会計年度において、「無形固

定資産償却」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度から「のれん償却額」として表示しております。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（スリーディーシステム株式会社の連結子会社化） ───── 

 平成18年3月30日開催の当社取締役会において、「ス

リーディーシステム株式会社」の株式を取得し、連結子

会社化することを決議しました。 

  

  

１．目的   

 デジタル化・ネットワーク化の進展を背景に音楽マー

ケットが急速に変化していく中、特にインディーズ音楽

市場が注目されており、スリーディーシステム株式会社

が持つアーティスト及びノウハウが競争優位性を発揮で

きる環境が整いつつあります。今回当社が経営面全般を

主導することで、より強固な事業基盤が構築できるこ

と、及び当社の放送メディアを基軸とした事業展開から

相乗効果も期待できることから今般スリーディーシステ

ム株式会社の株式を取得し、連結子会社化を行うもので

あります。 

  

  

２．株式の取得方法   

 スリーディーシステム株式会社の第三者割当増資によ

る新株発行の引受による取得（取得価額145百万円）を

予定しております。この取得により、当社の株式所有割

合は現在の21.4％から67.0％となる予定であります。 

  

  

３．当社連結子会社となるスリーディーシステム株式会

社の概要 (平成18年3月31日現在) 

  

（1）商号 スリーディーシステム株式会社 

（2）代表者 代表取締役会長 細川 健 

（3）所在地 東京都渋谷区恵比寿南二丁目14番6号 

（4）設立年月日 平成12年9月14日 

（5）資本金 210百万円 

（6）主な事業の内容 音楽パッケージ商品の物流及び販

売等 

  

  

４．日程（予定）   
  

平成18年6月23日 スリーディーシステム株式会社

定時株主総会決議（減資） 

平成18年7月上旬 増資完了（予定） 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 
  

投資有価証券 46,089千円

その他（出資金） 99,582千円

投資有価証券 608,543千円

その他（出資金） 95,634千円

※２ 当社の発行済株式総数 普通株式  106,664株 ※２        ───── 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 ※１        ───── 

一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費   

  3,263千円    

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
  

工具器具及び備品 161千円

ソフトウェア 18,491千円

計 18,652千円

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
  

工具器具及び備品 2,765千円

計 2,765千円

※３ 減損損失 ※３        ───── 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しました。 

  

（1）減損損失を計上した資産グループの概要   
  

用途 種類 

チャンネルのロゴ及び番

組の放送利用許諾 
長期前払費用 

（2）グルーピングの方法   

 当社グループは、管理会計上の区分、投資の意思決

定を基礎として継続的に収支の把握がなされている単

位でグルーピングを実施しております。 

  

（3）減損損失を認識するに至った経緯   

 当該減損損失の対象となった長期前払費用は、平

成14年1月に取得したチャンネルのロゴ及び放送利用

許諾契約の対価であり、当連結会計年度末において

実施した当社の番組編成により今後利用する見込み

がなくなったことから、未償却残高237,000千円を全

額減損損失として計上しております。 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(注）普通株式の発行済株式総数の増加244株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式  (注） 106,664 244 － 106,908 

合計 106,664 244 － 106,908 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 133,330 1,250 平成18年３月31日 平成18年６月21日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 133,635 利益剰余金 1,250 平成19年３月31日 平成19年６月20日

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

  （千円）

現金及び預金勘定 2,652,990

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,652,990

  （千円）

現金及び預金勘定 1,258,077

預入期間が３ヶ月以内の預け金 600,000

現金及び現金同等物 1,858,077



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※２        ───── ※２.株式の取得により連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳 

当連結会計年度に株式の取得により連結子会社となっ

たことに伴う取得時の資産及び負債の内訳ならびに株

式の取得価額と株式の取得による収入との関係は次の

とおりであります。 

（平成18年９月30日現在） 

  （千円）

流動資産 1,060,254 

固定資産 184,543 

流動負債 △1,061,228 

固定負債 － 

のれん 43,186 

少数株主持分 △60,577 

支配獲得時までの持分法適用後の

連結貸借対照表計上額 

  

△7,439 

株式の取得価額 158,737 

現金及び現金同等物 260,851 

差引：株式の取得による収入 102,113 

※３        ───── ※３.重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に株式交換により連結子会社でなくな

った会社の資産及び負債の主な内訳ならびに株式交換

により取得した投資有価証券及び減少する現金及び現

金同等物の関係は次のとおりであります。 

（平成19年３月31日現在） 

  （千円）

流動資産 244,662 

固定資産 78,924 

 資産合計 323,587 

流動負債 165,464 

固定負債 9,648 

 負債合計 175,112 

株式交換により取得した投資有価証券 △399,963 

子会社の現金及び現金同等物 △105,510 

株式交換による支出 △105,510 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

394,610 242,396 152,214 

その他有形固
定資産 

43,917 31,583 12,333 

合計 438,527 273,980 164,547 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

394,610 308,704 85,905 

その他有形固
定資産 

74,555 35,130 39,424 

その他無形固
定資産 

29,237 3,411 25,826 

合計 498,403 347,245 151,157 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 76,347千円

１年超 95,210千円

合計 171,558千円

１年内 84,775千円

１年超 71,940千円

合計 156,715千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 81,135千円

減価償却費相当額 75,576千円

支払利息相当額 5,262千円

支払リース料 82,608千円

減価償却費相当額 77,052千円

支払利息相当額 4,719千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

  （注）前連結会計年度において、有価証券（その他有価証券で時価のない株式）について、5,375千円の減損処理をおこなって

おります。 

当連結会計年度において、有価証券（その他有価証券で時価のある株式）について、13,110千円、有価証券（その他有価

証券で時価のない株式）について、5,826千円の減損処理をおこなっております。 

  

  

  次へ 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円）

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

(1）株式 20,586 252,457 231,870 10,586 33,420 22,834

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 20,586 252,457 231,870 10,586 33,420 22,834

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

(1）株式 31,000 18,190 △12,810 417,853 394,619 △23,234

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 31,000 18,190 △12,810 417,853 394,619 △23,234

合計 51,586 270,647 219,060 428,439 428,040 △399

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

売却額 
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

売却額
（千円） 

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

290,030 252,529 － 56,221 46,221 － 

  前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

  連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 39,874 34,047 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けておりますが、外部への年金資産の積立ては

おこなっておりません。 

 退職給付債務及び退職給付費用の算定は簡便法によっております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）１．付与日時点の内容で記載しております。 

   ２．株式数に換算して記載しております。 

   ３．平成17年12月９日に株式分割（１：４）をおこない、ストック・オプションの数は、1,600株となっております。 

４. 付与日（平成16年７月29日）以降、権利確定日（平成18年７月２日）まで継続して勤務すること及び本新株予約権の行使

時において当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員および従業員の何れかの地位にあることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年による退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な理由がある場合にはこの限りで

はない。 

 

  ２．退職給付債務の額 前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

    130,383千円  145,539千円 

  
３．退職給付費用の額 前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    32,947千円  31,780千円 

  
平成16年

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
（注１） 

  
当社取締役  ２名 
当社執行役員 ４名 
当社従業員  32名 
子会社取締役 ４名 
子会社従業員 ８名 
  

  
株式の種類別のストック・オプションの数 
（注２）（注３） 
  

普通株式 400株

付与日 平成16年７月29日

権利確定条件 (注４)

対象勤務期間 自 平成16年７月29日  至 平成18年７月２日 

権利行使期間 権利確定後２年以内



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

  

②単価情報 

  

 

    
平成16年

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末  1,540

付与  －

失効  －

権利確定  1,540

未確定残  －

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末  －

権利確定  1,540

権利行使  244

失効  112

未行使残  1,184

   
平成16年

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 58,944

行使時平均株価 （円） 100,896

公正な評価単価（付与日） （円） －



（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

(1) 流動の部       

繰延税金資産             

未払事業税   29,497     12,382   

賞与引当金   55,323     54,656   

貸倒引当金   38,898     68,088   

繰越欠損金   －     7,104   

減価償却費   2,423     －   

棚卸資産   －     24,694   

その他   22,024     21,815   

繰延税金資産小計   148,167     188,741   

評価性引当額   －     －   

繰延税金資産合計   148,167     188,741   

              

(2) 固定の部             

繰延税金資産             

退職給付引当金   53,457     59,671   

役員退職慰労引当金   36,733     41,122   

貸倒引当金   10,332     10,332   

有価証券及び会員権評価損   71,258     73,944   

繰越欠損金   －     50,275   

減価償却費   1,713     361   

減損損失   97,170     48,585   

その他有価証券評価差額金   －     163   

その他   1,519     12,689   

繰延税金資産小計   272,183     297,143   

評価性引当額   －     △3,082   

繰延税金資産合計   272,183     294,061   

              

繰延税金負債             

その他有価証券評価差額金   89,814     －   

繰延税金負債合計   89,814     －   

繰延税金資産の純額   182,368     294,061   



法定実効税率と税効果会計適用後の法人税負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （自 平成17年４月 1日 （自 平成18年４月 1日 

    至 平成18年３月31日)     至 平成19年３月31日)

連結財務諸表提出会社の法定実効税率   41.0%     41.0%   

（調整）             

交際費等永久に損金に算入されない項目   4.6%     2.6%   

役員賞与引当金   －     1.7%   

均等割   0.8%     0.6%   

評価性引当金の増減   △2.1%     0.4%   

税額控除   △1.5%     △0.2%   

持分法投資損失   2.0%     0.6%   

その他   △1.7%     1.5%   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   43.1%     48.2%   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度における当社グループは、主としてエンターテインメント情報サービス事業をおこ

なっており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該

当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記

載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１ 法人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。 

３．平成17年６月17日付で主要株主となったため、当連結会計年度のうち平成17年６月17日より平成18年３月31日までの期

間での取引金額を記載しており、また平成18年３月31日時点での残高を記載しております。 

  

 

属性 会社等の名称 住所 資本金
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容

取引金額 

科目 

期末残高

役員の

兼任等 

事業上

の関係

（千円） （千円）

主要株主 

㈱スカイパー
フェクト・コ
ミュニケーシ
ョンズ 

東京都 
渋谷区 

50,083
デジタル放送
サービス 

（被所有） 

直接 10.0 
－

当社か
らの顧
客管理
委託 

委託放送売
上等 

2,750,564 売掛金 287,369

委託放送費 1,157,803 買掛金 93,949



２ 役員及び個人主要株主等 

（注）１．株式会社ヒップランドコミュニケーションズは、当社代表取締役社長の中井猛が議決権の54.4％を直接保有している会社

であります。 

２．役員が第三者の代表者としておこなった取引であります。 

３．取締役斉藤正明は平成17年６月30日付で東芝ＥＭＩ株式会社の役員人事の異動により取締役会長となったため、当連結会

計年度のうち平成17年４月１日より平成17年６月30日までの期間での取引金額を記載しており、また平成17年６月30日時

点での残高を記載しております。役職名の記載は、平成17年６月30日時点で記載しております。 

４．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

５．取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。 

３．資金の預入に係る利率については、市場金利を勘案して決定しております。 

４．㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズは、平成18年９月30日付で主要株主でなくなったため、当連結会計年度

のうち平成18年４月1日より平成18年９月30日までの期間での取引金額を記載しており、また平成18年９月30日現在での

残高を記載しております。 

２ 役員及び個人主要株主等 

属性 会社等の名称 住所 資本金
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

関係内容 

取引の内容

取引金額 

科目 

期末残高

役員の

兼任等

事業上の

関係 

（千円） （千円）

役員の 
傍系会社 

㈱ヒップラン
ドミュージッ
クコーポレー
ション 

東京都 
港区 

10
音楽出版社、 
プロダクショ
ン 

なし
㈱ヒップラン
ドコミュニケ
ーションズ 
注１の子会社 

－
当社への
広告出稿
等 

広告営業
売上 

6,800 売掛金 2,205

番組制作
費    

1,351 － －

役員の 
傍系会社 

(有)ロング
フェロー 

東京都 
港区 

3
アーティスト
のマネジメン
ト関連業務 

なし
㈱ヒップラン
ドコミュニケ
ーションズ 
注１の子会社 

－
当社から
の著作権
支払 

著作権料 5,286 買掛金 1,250

役員 斉藤 正明 － － 

当社取締役 

東芝ＥＭＩ㈱ 

代表取締役会長 

注3 

なし なし － 

広告営業

売上 注2
3,430 売掛金 2,215

番組制作

費  注2 
10,031 買掛金 10,532

役員 細川 健 － － 

当社取締役 
㈱ポリスター 
代表取締役社
長 

なし － －
広告営業
売上  
注2 

6,065 売掛金 5,843

属性 会社等の名称 住所 資本金
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権の所有

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容

取引金額 

科目 

期末残高

役員の

兼任等 

事業上

の関係

（千円） （千円）

親会社 伊藤忠商事㈱ 東京都
港区 

202,241 総合商社 
（被所有）
直接 51.06 
間接(0.56) 

－ 

試験放
送の運
用業務
を請託 

業務委託収
入 

14,200 売掛金 7,980 

受取利息 1,092 

関係会
社預け
金 
注３ 

600,000 

主要株主 

㈱スカイパー
フェクト・コ
ミュニケーシ
ョンズ 

東京都 
渋谷区 

50,083 デジタル放送
サービス 

（被所有）
直接 9.98 

  
－

当社か
らの顧
客管理
委託 

委託放送売
上等 

1,617,443 
売掛金 288,416 

買掛金 86,188 

委託放送費 683,913 
未払金 456 

その他 45,998 

属性 会社等の名称 住所 

資本金 事業の内容又 議決権の所有

関係内容 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高



（注）１．株式会社ヒップランドコミュニケーションズは、当社代表取締役社長の中井猛が議決権の54.4％を直接保有している会社

であります。 

２．役員が第三者の代表者としておこなった取引であります。 

３．取締役小杉理宇造は平成18年６月21日付で当社取締役となったため、当連結会計年度のうち平成18年６月21日より平成19

年３月31日までの期間での取引金額を記載しており、また平成19年３月31日現在での残高を記載しております。 

４. 取締役細川健は平成18年６月21日付で退任しているため、当連結会計年度のうち平成18年６月21日現在での残高を記載し

ております。役職名の記載は、平成18年６月21日現在で記載しております。 

５．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

６．取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格及び総原価を参考の上協議決定しております。 

  

 

(百万円) は職業 (被所有)割合 役員の

兼任等

事業上の

関係 

（千円） （千円）

役員の 
傍系会社 

㈱ヒップラン
ドミュージッ
クコーポレー
ション 

東京都 
港区 

10
音楽出版社、 
プロダクショ
ン 

なし
㈱ヒップラン
ドコミュニケ
ーションズ 
注１の子会社 

－
当社への
広告出稿
等 

広告営業
売上 

7,700 売掛金 1,407

番組制作
費    

2,035 － －

役員の 
傍系会社 

㈱キッスコー
ポレーション 

大阪市 
北区 

10
ラジオ番組企
画制作 

なし
㈱ヒップラン
ドコミュニケ
ーションズ 
注１の子会社 

－
当社への
広告出稿
等 

広告営業
売上 

3,300 － －

番組制作
費    

570 － －

役員の 
傍系会社 

(有)ロング
フェロー 

東京都 
港区 

3
各種イベント
企画開催 

なし
㈱ヒップラン
ドコミュニケ
ーションズ 
注１の子会社 

－
当社から
の著作権
支払 

著作権料 15,669 買掛金 3,070

役員 
  

注３ 
小杉 理宇造 － － 

当社取締役 
㈱ジャニー
ズ・エンタテ
イメント 代
表取締役  

なし － －
映像二次
使用料 

1,350 買掛金 367

役員 
  

注４ 
細川 健 － － 

当社取締役 
㈱ポリスター 
代表取締役社
長 

なし － － － － 売掛金 5,843



（企業結合等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

Ⅰ．パーチェス法適用関係 

１．企業結合の概要 

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  当中間連結会計期間末において株式の取得がおこなわれたものとみなして処理しており、当連結会計年度の業績には当

中間連結会計期間末までの持分法による投資損益（議決権所有割合：21.4%）を含んでおります。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 （1）被取得企業の取得原価                    158,737千円 

 （2）取得原価の内訳 

     株式取得費用                       145,000千円 

     株式取得に直接要した支出額(デューデリジェンス費用等)   13,737千円 

     全て現金で支出しております。 

４．発生したのれんの金額等 

 （1）のれんの金額                         43,186千円 

 （2）発生原因 

バウンディ株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

 （3）償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年定額法で償却しております。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳 

     流動資産          1,060,254千円 

     固定資産           184,542千円 

     資産計           1,244,797千円 

     流動負債          1,061,228千円 

     負債計           1,061,228千円 

６．当該企業結合が連結会計年度開始日に完了したと仮定したときの当連結会計年度の売上高等の概算額 

     売上高           13,048,932千円 

     営業利益           558,553千円 

     経常利益           538,731千円 

     当期純利益          428,732千円 

  

（注）概算額の算定方法及び重要な前提条件 

①企業結合が連結会計年度開始日に完了し、当連結会計年度開始の日からバウンディ株式会社の議決権所有割合は

67.0%であると仮定して、売上高及び損益情報を計算しております。 

②のれんの償却期間及び償却方法は当連結会計年度開始の日から５年定額法で償却しております。 

 なお、「６．当該企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定したときの当連結会計年度の売上高等の概

算額」の注記情報については監査証明を受けておりません。 

 

被取得企業の名称 バウンディ株式会社 

被取得企業の事業の内容 音楽パッケージ商品の物流及び販売等 

企業結合を行った主な理由 音楽関連事業の拡大・多角化のため 

企業結合日 平成18年8月16日 

企業結合の法的形式 第三者割当増資による新株発行の引受による取得 

結合後企業の名称 バウンディ株式会社 

取得した議決権比率 45.6％ 



Ⅱ．事業分離関係 

ⅰ.会社分割 

平成19年３月1日に当社のなかに存在したe天気事業の一部（放送やモバイルに関する運営）を株式会社ｅＴＥＮ（現在は番組制

作等の業務）に吸収分割いたしました。当該会社分割の概要は以下のとおりであります。 

  

１．対象となった事業の名称、分離した事業の内容、会社分割の法的形式、結合後企業の名称及び会社分割の目的等 

（1）対象となった事業の名称 

ｅ天気事業（気象情報サービス等） 

（2）分離した事業の内容  

ｅ天気事業部門の内容 

気象予報を中心とした放送事業及び携帯電話上での気象情報の販売事業など 

（3）会社分割の法的形式 

 当社を分割会社とし、既存の株式会社ｅＴＥＮを承継会社とする吸収分割 

（4）結合後企業の名称 

株式会社ｅＴＥＮ 

(5)会社分割の目的 

 株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズが株式交換により、株式会社ｅＴＥＮを完全子会社化するに先立

ち、当社のなかに存在したe天気事業の一部（放送やモバイルに関する運営）を簡易会社分割により株式会社ｅＴＥＮ（現

在は番組制作等の業務）に吸収分割しました。これは、同社がｅ天気事業を一体的に運営可能な状態にするためでありま

す。 

(6)株式の割当 

 当該分割により、株式会社ｅＴＥＮは当社に対し普通株式700株を交付しております。 

（7）承継会社が承継する権利義務 

 当社は、e天気事業を遂行する上で必要と判断される当該事業にかかる資産及び契約上の地位などの権利・義務を株式会

社ｅＴＥＮに承継しております。 

  

2．実施した会計処理の概要 

当該会社分割は、共通支配下の取引であり連結財務諸表作成にあたって全て消去しております。したがって、当該会計処理

が連結財務諸表に与える影響はありません。 

  

 



ⅱ. 株式交換 

平成19年３月１日に株式交換によりｅ天気事業を当社グループから分離いたしました。当該事業分離の概要は以下のとおりで

あります。 

  

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概要 

（1）分離先企業の名称 

株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

（2）分離した事業の内容 : ｅ天気事業（気象情報サービス等） 

（3）事業分離をおこなった主な理由 

 当社は、平成8年10月からパーフェクＴＶ！(現スカイパーフェクＴＶ！) で、日本初の気象情報専門チャンネル「ｅ-

天気.net」を開始しました。その後、ケーブルテレビやインターネット、携帯サイトへサービスを拡大し、平成17年3月

には気象情報番組の制作を行う株式会社ｅＴＥＮを設立しました。しかし、先般中期経営計画を策定する中で、当社は音

楽分野の事業に経営資源の集中と選択をおこなって成長を目指すこととし、結果、気象情報サービス関連業務は当社が今

後経営資源を集中すべき事業領域ではないと判断しました。また、事業譲渡の相手先である株式会社スカイパーフェク

ト・コミュニケーションズは、同チャンネルの運営に加えて、防災情報の臨時速報など、同社のプラットフォーム機能の

強化を検討しています。以上を踏まえて、今回のｅ天気事業売却に至りました。 

（4）事業分離日:平成19年３月１日 

（5）法的形式を含む事業分離の概要 

 株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズへのｅ天気事業売却に先立ち、当社のなかに存在したｅ天気事業

の一部（放送やモバイルに関する運営）を簡易会社分割により株式会社ｅＴＥＮ（現在は番組制作等の業務）に吸収分割

しました。同社がｅ天気事業を一体的に運営可能な状態にした後、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ

が株式交換により、株式会社ｅＴＥＮを完全子会社化しました。 

 本株式交換により株式会社ｅＴＥＮは当社の連結子会社から除外しております。 

  

２．実施した会計処理の概要 

 「事業分離等に関する会計基準 分離元企業の会計処理」に規定する連結財務諸表上の会計処理を適用しております。 

  

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称 

 事業の種類別セグメントは主としてエンターテイメント情報サービス事業を行っており、当該事業以外に事業の種類が

無いため開示しておりません。 

  

４．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概要 

売上高    712,162千円 

  営業利益    25,124千円 

  経常利益    13,799千円 

  

 



（１株当たり情報） 

  

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 34,403.60円

１株当たり当期純利益 2,992.14円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

2,962.84円

１株当たり純資産額 36,282.06円 

１株当たり当期純利益 4,286.04円 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

4,262.62円 

 当社は、平成17年12月9日付で株式１株につき４株の株

式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  

１株当たり純資産額 32,140.88円

１株当たり当期純利益金額 2,085.71円
  

 なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  
前連結会計年度末

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） ― 3,937,469 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ―   58,627 

(うち少数株主持分) ( ― ) （58,627) 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 3,878,842 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株） 
―  106,908 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     
当期純利益（千円） 354,303 457,645 

普通株主に帰属しない金額（千円） 35,150 ― 

(うち利益処分による役員賞与金) (35,150) ( ― ) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 319,153 457,645 

期中平均株式数（株） 106,664 106,776 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 1,054.88 586.89 

（うち新株予約権） (1,054.88) (586.89) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

― ― 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 400,000 100,000 0.99 － 

計 400,000 100,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

科 目 
注記 

番号 

第12期 

（平成18年３月31日現在） 

第13期 

（平成19年３月31日現在） 

金額（千円） 
構成比
(%) 

金額（千円） 
構成比
(%) 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

1. 現金及び預金     2,111,050 494,399  

2. 受取手形     1,050 1,050  

3. 売掛金     954,578 839,029  

4. 番組及び仕掛品     3,000 ―  

5. 前払費用     36,974 36,685  

6. 関係会社預け金     ― 600,000  

7. 繰延税金資産     99,944 74,995  

8. 短期貸付金     50,119 50,157  

9. 関係会社短期貸付
金 

    367,000     350,000  

10. その他     42,329 47,738  

貸倒引当金     △67,446 △77,842  

流動資産合計     3,598,600 63.5 2,416,214 46.2 

Ⅱ 固定資産        

1. 有形固定資産        

(1) 建物     349,609 360,607  

(2) 機械及び装置     35,550 101,550  

(3) 工具器具及び備
品 

    230,404     203,531  

(4) 土地     131,915 131,759  

(5) 建設仮勘定     66,000 ―  

減価償却累計額     △354,899 △388,891  

有形固定資産合計     458,580 8.1 408,557 7.8 

2. 無形固定資産        

(1) 営業権     27,683 ―  

(2) 商標権     12,785 7,784  

(3) ソフトウェア     131,259 145,438  

(4) ソフトウェア仮
勘定 

    74,500     ―  

(5) その他     13,199 4,628  

無形固定資産合計     259,428 4.6 157,851 3.0 

3. 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券     302,085 455,187  

(2) 関係会社株式     732,000 1,388,191  

(3) 出資金     26,442 25,936  

(4) 従業員長期貸付
金 

    7,246     25,193  

(5) 長期前払費用     ― 3,307  

(6) 繰延税金資産     144,050 199,972  

(7) 敷金保証金     136,454 147,902  

(8) その他     24,998 31,839  

貸倒引当金     △25,200 △25,200  

投資その他の資産合
計 

    1,348,077 23.8 2,252,331 43.0 

固定資産合計     2,066,086 36.5 2,818,739 53.8 

資産合計     5,664,687 100.0 5,234,954 100.0 

         



  

  

科 目 
注記 

番号 

第12期 

（平成18年３月31日現在） 

第13期 

（平成19年３月31日現在） 

金額（千円） 
構成比
(%) 

金額（千円） 
構成比
(%) 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

1. 買掛金 ※１   601,132 440,281  

2. 短期借入金     400,000 100,000  

3. 未払金     182,563 130,279  

4. 未払法人税等     296,260 132,434  

5. 未払消費税等     15,113 6,424  

6. 前受金     1,094 54  

7. 預り金     12,225 10,169  

8. 賞与引当金     76,524 69,419  

9. 役員賞与引当金     ― 29,700  

流動負債合計     1,584,914 28.0 918,762 17.6 

Ⅱ 固定負債        

1. 退職給付引当金     108,764 120,617  

2. 役員退職慰労引当
金 

    72,750 80,989  

固定負債合計     181,514 3.2 201,607 3.9 

負債合計     1,766,428 31.2 1,120,369 21.4 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２   1,781,867 31.5 ― ― 

Ⅱ 資本剰余金        

1. 資本準備金   838,867 ―    

資本剰余金合計     838,867 14.8 ― ― 

Ⅲ 利益剰余金        

1. 利益準備金   27,170 ―    

2. 当期未処分利益   1,122,437 ―    

利益剰余金合計     1,149,607 20.3 ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

※３   127,914 2.2 ― ― 

資本合計     3,898,258 68.8 ― ― 

負債・資本合計     5,664,687 100.0 ― ― 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

1. 資本金     ― 1,789,059  

2. 資本剰余金        

(1) 資本準備金   ― 846,059    

資本剰余金合計     ― 846,059  

3. 利益剰余金        

(1) 利益準備金   ― 27,170    

(2) その他利益剰余
金 

       

繰越利益剰余
金 

  ― 1,452,957    

利益剰余金合計     ― 1,480,127  

株主資本合計     ― ― 4,115,245 78.6 

Ⅱ 評価・換算差額等        

1. その他有価証券評
価差額金 

    ― △660  

評価・換算差額等合計     ― ― △660 △0.0 

純資産合計     ― ― 4,114,584 78.6 

負債純資産合計     ― ― 5,234,954 100.0 

         



②【損益計算書】 

 

科 目 
注記 

番号 

第12期 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

第13期 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 
百分比
(%) 

金額（千円） 
百分比
(%) 

Ⅰ 営業収益     6,635,301 100.0 6,768,576 100.0 

Ⅱ 営業費用        

1. 事業費 ※1,2       

(1) 人件費   47,085 54,019    

(2) 退職給付引当金
繰入額 

  2,868 2,516    

(3) 賞与引当金繰入
額 

  15,390 12,433    

(4) 賃借料   74,694 74,460    

(5) 番組制作費   1,719,167 2,000,654    

(6) 委託放送費   1,259,754 1,176,783    

(7) 広告営業原価   172,846 171,582    

(8) 衛星放送回線使
用料 

  423,651 419,081    

(9) 減価償却費   254,245 132,522    

(10) 業務委託・協力
費 

  571,788 629,261    

(11) その他   513,603 5,055,097 76.2 524,639 5,197,955 76.8 

2. 販売費及び一般管
理費 

※２      

(1) 広告宣伝費   66,336 43,905    

(2) 役員報酬   53,819 57,344    

(3) 人件費   332,099 347,361    

(4) 退職給付引当金
繰入額 

  22,686 21,847    

(5) 賞与引当金繰入
額 

  95,280 85,488    

(6) 役員賞与引当金
繰入 

  ― 29,700    

(7) 役員退職慰労引
当金繰入額 

  15,062 8,239    

(8) 地代家賃   39,389 36,689    

(9) 賃借料   15,141 11,972    

(10) 減価償却費   43,230 35,422    

(11) 貸倒引当金繰入
額 

  4,421 10,396    

(12) 旅費交通費   52,247 51,866    

(13) 水道光熱費   6,763 7,564    

(14) 業務委託・協力
費 

  81,936 69,270    

(15) 通信費   9,972 10,349    

(16) 消耗品費   4,166 2,682    

(17) 租税公課   24,591 20,643    

(18) 荷造包装費   9,675 7,402    

(19) のれん償却額   ― 26,794    

(20) その他   156,947 1,033,768 15.6 170,067 1,055,009 15.6 

営業利益     546,435 8.2 515,610 7.6 

Ⅲ 営業外収益 ※１      

1. 受取利息   7,789 7,096    

2. 受取配当金   2,150 35,043    

3. 業務協力手数料   42,223 47,972    

4. その他   12,828 64,991 1.0 11,190 101,302 1.5 

         



  

  

科 目 
注記 

番号 

第12期 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

第13期 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 
百分比
(%) 

金額（千円） 
百分比
(%) 

Ⅳ 営業外費用        

1. 支払利息   3,249 2,461    

2. 営業権償却   54,013 ―    

3. 商標権償却   5,000 5,000    

4. その他   2,112 64,376 1.0 2,112 9,574 0.1 

経常利益     547,050 8.2 607,338 9.0 

Ⅴ 特別利益        

1. 投資有価証券売却
益 

  252,509 46,221    

2. 株式交換益   ― 252,509 3.8 264,241 310,463 4.6 

Ⅵ 特別損失        

1. 固定資産除却損 ※３ 18,491 ―    

2. 投資有価証券評価
損 

  39,075 18,936    

3. 貸倒損失 ※１ 964 23,000    

4. 減損損失 ※４ 237,000 ―    

5. 関係会社株式評価損   ― 295,530 4.4 29,999 71,936 1.1 

税引前当期純利益     504,029 7.6 845,865 12.5 

法人税、住民税及び
事業税 

  342,732 304,287    

法人税等調整額   △126,645 216,086 3.3 56,458 360,745 5.3 

当期純利益     287,943 4.3 485,119 7.2 

前期繰越利益     834,494 ―  

当期未処分利益     1,122,437 ―  

         



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

株主資本等変動計算書 

第13期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  次へ 

    

第12期 

株主総会承認日 

（平成18年６月21日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

 Ⅰ 当期未処分利益     1,122,437 

 Ⅱ 利益処分額      

1. 配当金   133,330  

2. 役員賞与金 

（うち監査役賞与） 
 

21,270 

(2,500) 154,600 

 Ⅲ 次期繰越利益     967,837 

       

  

    

株主資本 評価・換算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高（千円） 1,781,867 838,867 838,867 27,170 1,122,437 1,149,607 3,770,343 127,914 127,914 3,898,258

事業年度中の変動額        

新株の発行 7,191 7,191 7,191 14,382   14,382

利益処分による利
益配当       △133,330 △133,330 △133,330  △133,330

利益処分による役
員賞与       △21,270 △21,270 △21,270   △21,270

当期純利益       485,119 485,119 485,119   485,119

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

      △128,575 △128,575 △128,575

事業年度中の変動
額合計（千円） 7,191 7,191 7,191 ― 330,519 330,519 344,901 △128,575 △128,575 216,326

平成19年３月31日
残高（千円） 1,789,059 846,059 846,059 27,170 1,452,957 1,480,127 4,115,245 △660 △660 4,114,584



重要な会計方針 

  

 

項目 
第12期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第13期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 (1）商品 

 先入先出法による原価法を採用して

おります。 

同左 

  (2）番組及び仕掛品 (2）番組及び仕掛品 

   個別法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（附属設備を除く）は定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物         10～33年 

機械及び装置        6年 

工具器具及び備品    4～10年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（主に5年）に基づく定額法を採用

しております。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 



  

 

項目 
第12期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第13期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備える

ため、次期賞与支給見込額の当期期間

対応分を計上しております。 

同左 

  (3）   ───── (3）役員賞与引当金 

     役員に対する賞与の支給に備えるた

め、次事業年度賞与支給見込額の当事

業年度対応分を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ29,700千

円減少しております。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度における自己都合退職金要支

給額に基づき計上しております。 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えて、

役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

  

 

第12期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は、237,000千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

4,114,584千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

───── （ストック・オプション等に関する会計基準） 

  当事業年度より「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」 （企業会計基準委員会 最

終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

第12期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

───── （損益計算書関係） 

前事業年度において、営業外費用の「営業権償却」と

して掲記されていたものは、当事業年度から販売費及び

一般管理費の「のれん償却額」と表示しております。 



追加情報 

  

  

  次へ 

第12期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（スリーディーシステム株式会社の連結子会社化） ───── 

 平成18年3月30日開催の当社取締役会において、「ス

リーディーシステム株式会社」の株式を取得し、連結子

会社化することを決議しました。 

  

  

１．目的   

 デジタル化・ネットワーク化の進展を背景に音楽マー

ケットが急速に変化していく中、特にインディーズ音楽

市場が注目されており、スリーディーシステム株式会社

が持つアーティスト及びノウハウが競争優位性を発揮で

きる環境が整いつつあります。今回当社が経営面全般を

主導することで、より強固な事業基盤が構築できるこ

と、及び当社の放送メディアを基軸とした事業展開から

相乗効果も期待できることから今般スリーディーシステ

ム株式会社の株式を取得し、連結子会社化を行うもので

あります。 

  

  

２．株式の取得方法   

 スリーディーシステム株式会社の第三者割当増資によ

る新株発行の引受による取得（取得価額145百万円）を

予定しております。この取得により、当社の株式所有割

合は現在の21.4％から67.0％となる予定であります。 

  

  

３．当社連結子会社となるスリーディーシステム株式会

社の概要 (平成18年3月31日現在) 

  

（1）商号 スリーディーシステム株式会社 

（2）代表者 代表取締役会長 細川 健 

（3）所在地 東京都渋谷区恵比寿南二丁目14番6号 

（4）設立年月日 平成12年9月14日 

（5）資本金 210百万円 

（6）主な事業の内容 音楽パッケージ商品の物流及び販

売等  

  

  

４．日程（予定）   
  

平成18年6月23日 スリーディーシステム株式会社

定時株主総会決議（減資） 

平成18年7月上旬 増資完了（予定） 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

第12期 
（平成18年３月31日） 

第13期
（平成19年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 

区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 
  

買掛金 327,127千円 買掛金 256,791千円 

※２ 授権株式数及び発行済株式数 ※２        ────── 
  

授権株式数    普通株式 352,000株

発行済株式数   普通株式 106,664株

   

   

※３ 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 

127,914千円であります。 

※３        ────── 



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

第13期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

第12期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 
  

  

番組制作費 1,229,613千円

業務協力手数料 42,223千円

受取利息 6,618千円

番組制作費 1,484,911千円

業務協力手数料 47,972千円

受取利息 5,503千円

受取配当金 35,043千円

貸倒損失 23,000千円

※２ 研究開発費の総額 ※２       ────── 
  

一般管理費及び事業費に含まれている研究開発費

  2,914千円

※３ 固定資産除却損は、ソフトウェア18,491千円であ

ります。 

※３       ────── 

※４ 減損損失 ※４       ────── 

当事業年度において、当社は以下の資産について減損

損失を計上しました。 

  

（1）減損損失を計上した資産グループの概要   
  

用途 種類 

チャンネルのロゴ及び

番組の放送利用許諾 
長期前払費用 

（2）グルーピングの方法   

 当社は、管理会計上の区分、投資の意思決定を基礎

として継続的に収支の把握がなされている単位でグル

ーピングを実施しております。 

  

（3）減損損失を認識するに至った経緯   

 当該減損損失の対象となった長期前払費用は、平成

14年1月に取得したチャンネルのロゴ及び放送利用許

諾契約の対価であり、当事業年度末において実施した

当社の番組編成により今後利用する見込みがなくなっ

たことから、未償却残高237,000千円を全額減損損失

として計上しております。 

  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第12期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 388,133 237,943 150,190 

工具器具及び
備品 

43,917 31,583 12,333 

合計 432,050 269,527 162,523 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 388,133 302,632 85,501 

工具器具及び
備品 

34,897 30,503 4,394 

合計 423,031 333,136 89,895 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 74,684千円

１年超 94,789千円

合計 169,473千円

１年内 71,304千円

１年超 23,484千円

合計 94,789千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 79,443千円

減価償却費相当額 73,957千円

支払利息相当額 5,198千円

支払リース料 70,389千円

減価償却費相当額 65,495千円

支払利息相当額 3,071千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

 第12期（平成18年３月31日）及び第13期（平成19年３月31日）において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

 



（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税負担率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  

 

  （単位：千円） 

  
第12期 第13期 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産             

未払事業税   23,283     11,115   

賞与引当金   31,375     28,462   

貸倒引当金   36,631     41,223   

退職給付引当金   44,593     49,453   

役員退職慰労引当金   29,827     33,205   

関係会社株式評価損   13,817     －   

投資有価証券評価損   45,474     40,978   

減価償却費   1,398     361   

減損損失   97,170     48,585   

その他有価証券評価差額金   －     459   

その他   9,312     21,124   

繰延税金資産合計   332,884     274,968   

繰延税金負債            

その他有価証券評価差額金   88,890     －   

繰延税金負債合計   88,890     －   

繰延税金資産（－負債）の純額   243,994     274,968   

    第12期     第13期   

  （平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

法定実効税率   41.0%     41.0%   

(調整)             

交際費等永久に損金に算入されない項目   4.1%     2.0%   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △0.1%     △1.7%   

役員賞与引当金   －     1.2%   

均等割   0.8%     0.4%   

税額控除   △1.2%     －   

その他   △1.7%     △0.3%   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   42.9%     42.6%   



（企業結合等関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

I.会社分割 

平成19年3月1日に当社のなかに存在したe天気事業の一部（放送やモバイルに関する運営）を株式会社ｅＴＥＮ（現在は番組制作

等の業務）に吸収分割いたしました。当該会社分割の概要は以下のとおりです。 

  

1． 対象となった事業の名称、分離した事業の内容、会社分割の法的形式、結合後企業の名称及び会社分割の目的等 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）に記載しているため省略しております。 

  

2．実施した会計処理の概要 

当該会社分割は共通支配下の取引として処理しております。 

  

3．受取対価の種類、移転した事業に係わる資産及び負債の帳簿価額 

 （1）受取対価の種類：株式       

 （2）移転した事業に係る資産及び負債の帳簿価額 

資産の額           56,902千円 

（主な内訳） 

有形固定資産        48,496千円 

  

負債の額           4,677千円 

（主な内訳） 

退職給付引当金       4,677千円 

  

4．発生したのれんの金額等 

当該取引によりのれんは発生しておりません。 

  

Ⅱ．株式交換 

平成19年３月１日に株式交換によりｅ天気事業を当社から分離いたしました。当該事業分離の概要は以下のとおりであります。 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概要 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）に記載しているため省略しております。 

  

２．実施した会計処理の概要 

(1) 実施した会計処理の概要 

「事業分離等に関する会計基準 分離元企業の会計処理」に規定する個別財務諸表上の会計処理を適用しております。

受取対価が分離先企業の株式のみであり、かつ分離先企業が子会社や関連会社とならないため当該取引において株式交換

益を264,241千円認識しております。 

  

(2) 移転した事業に係わる資産及び負債の帳簿価額 

資産の額：132,224千円 

（主な内訳）子会社株式      132,224千円 

  

３．当該事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概要 

売上高    621,218千円 

  営業利益   △12,216千円 

  経常利益   △21,722千円 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

第12期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第13期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 36,347.68円

１株当たり当期純利益 2,500.12円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

2,475.64円

１株当たり純資産額 38,487.15円 

１株当たり当期純利益 4,543.34円 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

4,518.52円 

 当社は、平成17年12月9日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

  

１株当たり純資産額 34,572.90円

１株当たり当期純利益金額 2,315.07円

 なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  

  
第12期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第13期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 287,943 485,119 

普通株主に帰属しない金額（千円） 21,270 ― 

(うち利益処分による役員賞与金) （21,270) （ ― ） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 266,673 485,119 

期中平均株式数（株） 106,664 106,776 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 1,054.88 586.89 

（うち新株予約権） (1,054.88) (586.89) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

― ― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有
価証券 

㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 5,532 376,729 

㈱ナノ・メディア 150 32,100 

㈱コミックス・ウェーブ 230 24,000 

㈱ぴあ 10,000 17,890 

江戸屋㈱ 150 2,124 

㈱６２９ 28 1,400 

㈱レコミュニ 190 823 

Beatnik Inc. 140,000 120 

小 計 156,280 455,187 

計 455,187 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。 

機械及び装置……音楽映像配信システム（66,000千円）の稼動による科目振替であります。 

ソフトウェア……音楽映像配信システムの稼動による科目振替（80,200千円）及び追加改修（9,200千円）であります。 

２. 当期減少額の主な内容は次のとおりであります。 

機械装置……株式会社ｅＴＥＮへの会社分割により、43,100千円減少しております。 

工具器具備品……株式会社ｅＴＥＮへの会社分割により、5,396千円減少しております。 

建設仮勘定……音楽映像配信システム（66,000千円）の稼動による科目振替であります。 

ソフトウェア仮勘定……音楽映像配信システム（80,200千円）稼動による科目振替であります。 

３. 財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度より無形固定資産の「営業権」は、「のれん」と表示しております。 

  

【引当金明細表】 

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 349,609 10,997 ― 360,607 193,610 23,215 166,996

機械及び装置 35,550 109,100 43,100 101,550 45,022 15,593 56,527

工具器具及び備品 230,404 8,118 34,991 203,531 150,257 24,777 53,273

土地 131,915 ― 156 131,759 ― ― 131,759

建設仮勘定 66,000 ― 66,000 ― ― ― ―

有形固定資産計 813,480 128,215 144,247 797,448 388,891 63,586 408,557

無形固定資産    

営業権 270,069 ― 270,069 ― ― ― ―

のれん ― 270,069 212,399 57,669 57,699 26,794 ―

商標権 50,008 ― ― 50,008 42,223 5,000 7,784

ソフトウェア 544,811 110,437 45,544 609,704 464,266 95,337 145,438

ソフトウェア仮勘定 74,500 8,700 83,200 ― ― ― ―

その他 35,024 ― ― 35,024 30,396 8,571 4,628

無形固定資産計 974,413 389,206 611,213 752,406 594,555 135,704 157,851

長期前払費用 ― 4,725 ― 3,307 ― 1,417 3,307

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 92,646 29,642 ― 19,246 103,042 

賞与引当金 76,524 97,921 105,026 ― 69,419

役員賞与引当金 ― 29,700 ― ― 29,700

役員退職慰労引当金 72,750 8,239 ― ― 80,989



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

Ａ 相手先別内訳 

  

Ｂ 期日別内訳 

  

③ 売掛金 

Ａ 相手先別内訳 

  

Ｂ 売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

 

区分 金額（千円）

現金 300 

預金 

当座預金 449,990 

普通預金 44,108 

小計 494,099 

合計 494,399 

相手先 金額（千円）

協同広告㈱ 1,050 

合計 1,050 

期日別 金額（千円）

平成19年4月 525 

平成19年5月 525 

合計 1,050 

相手先 金額（千円）

㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 232,318 

㈱電通 78,322 

㈱ＮＴＴドコモ 43,030 

㈱ジュピターテレコム 31,176 

Ｊ．ウォルター・トンプソンジャパン㈱ 22,471 

その他 431,708 

合計 839,029 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

954,578 7,107,005 7,222,554 839,029 89.59 46.06



④ 関係会社預け金 

  

⑤ 関係会社短期貸付金 

  

⑥ 関係会社株式 

  

⑦ 買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

内容 金額（千円）

伊藤忠商事㈱ 600,000 

合計 600,000 

相手先 金額（千円）

㈱セップ 350,000 

合計 350,000 

相手先 金額（千円）

㈱ブルース・インターアクションズ 539,829 

㈱スペースシャワーＴＶ 497,000 

㈱バウンディ 203,737 

㈱セップ 80,000 

㈱ペトロ・ミュージック 42,307 

ピーヴァインレコード㈱ 25,319 

合計 1,388,191 

相手先 金額（千円）

㈱スペースシャワーＴＶ 243,351 

㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 72,103 

㈱放送技術社 14,448 

㈱フェイス 12,810 

東芝ＥＭＩ㈱ 8,101 

その他 89,467 

合計 440,281 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ──────

株主名簿管理人 ──────

取次所 ──────

買取手数料 ──────

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす
ることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とす
る。 
公告掲載ＵＲＬ 
http://www.spaceshower.net/ir/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
   

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

平成18年６月22日関東財務局長に提出。 

事業年度（第12期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（２）臨時報告書 

平成18年８月16日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基

づく臨時報告書であります。 

（３）臨時報告書 

平成18年10月26日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づ

く臨時報告書であります。 

（４）臨時報告書 

平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）の規定に基づく臨時

報告書であります。 

（５）臨時報告書 

平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（株式交換）の規定に

基づく臨時報告書であります。 

（６）半期報告書 

平成18年12月28日関東財務局長に提出。 

事業年度（第13期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（７）臨時報告書の訂正報告書 

平成19年１月31日関東財務局長に提出。 

平成18年12月27日提出の臨時報告書（株式交換）に係る訂正報告書であります。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日

株式会社スペースシャワーネットワーク     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 亮司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スペースシャワーネットワークの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社スペースシャワーネットワーク及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定

資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月20日

株式会社スペースシャワーネットワーク     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 亮司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スペースシャワーネットワークの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社スペースシャワーネットワーク及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．(3) ③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のと

おり、会社は当連結会計年度より役員賞与に関する会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により連結

財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日

株式会社スペースシャワーネットワーク     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 亮司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スペースシャワーネットワークの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社スペースシャワーネットワークの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月20日

株式会社スペースシャワーネットワーク     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 亮司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スペースシャワーネットワークの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第13期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社スペースシャワーネットワークの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「重要な会計方針 ４．(3) 役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、会社は当事業年度より役員賞

与に関する会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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